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はじめに  
 
 平成19 年 6 月、「地方教育行政の組織及び運営に関する法律」の一部が

改正され、教育委員会では、毎年、教育に関する事務の管理及び執行の

状況の点検及び評価を行い、その結果に関する報告書を作成し、議会へ

提出するとともに市民に公表することが義務付けられました。この法改

正は、教育委員会が事務の管理・執行の状況を自ら点検・評価すること

により、より効果的な教育行政を推進するとともに、市民への説明責任

を果たすという趣旨に基づくものです。 

名古屋市教育委員会では、「第 3 期名古屋市教育振興基本計画」の進行

管理を通じて、令和 5 年度に取り組んだ事務の点検・評価を行いました。

本報告書によりその結果を報告します。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
地方教育行政の組織及び運営に関する法律（抜粋）  

 
(教育に関する事務の管理及び執行の状況の点検及び評価等 )  
第26 条 教育委員会は、毎年、その権限に属する事務(前条第 1 項の規

定により教育長に委任された事務その他教育長の権限に属する事務

(同条第 4 項の規定により事務局職員等に委任された事務を含む。)

を含む。)の管理及び執行の状況について点検及び評価を行い、その

結果に関する報告書を作成し、これを議会に提出するとともに、公

表しなければならない。 

 

２ 教育委員会は、前項の点検及び評価を行うに当たっては、教育に

関し学識経験を有する者の知見の活用を図るものとする。 
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第 1 章 教育委員会による点検及び評価 
 

1  点検及び評価の概要 

 

（ 1 ）目的 

   教育委員会が、事務の管理及び執行の状況について自ら点検及び評価を行い、そ

の報告書を議会へ提出し、公表することにより、効果的な教育行政を推進するとと

もに、市民への説明責任を果たす。 

 

（ 2 ）点検・評価方法 

   第 3 期名古屋市教育振興基本計画（計画期間：平成31 年度～令和 5 年度）の進行

管理を事務の点検・評価の手法とする。 

 

（ 3 ）教育に関する学識経験者の知見の活用 

  教育に関する学識経験者 4 名に、外部の視点から意見・助言をいただく。 

 

 
 
 
 

＜学識経験者名簿＞ 

清瀧 裕子 愛知淑徳大学大学院教授、臨床心理士 
白上 昌子 ＮＰＯ法人アスクネット顧問 
建内 高昭 愛知教育大学教授・愛知教育大学附属名古屋中学校長 
原田 信之 中部大学教職課程センター教授 

（五十音順・敬称略） 
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２ 点検及び評価の説明 
    

 

 

めざす姿 

子どもが基礎的・基本的な知識・技能を身に付け、思考力・判 

断力・表現力など社会で活躍するための幅広い力を主体的に 

伸ばしている 

 

◆５年度の評価及び今後の取り組み・方向性 

○令和元年度に小学校用の、令和2 年度に中学校用の「名古屋市教育課程」を作

成し、各学校で特色ある教育課程を編成する際の参考として活用できるように

しました。教科書の採択替えに伴い、小学校では、令和5年度に「名古屋市教

育課程」を編成しました。中学校では、令和6年度に、現教育課程の活用状況

や課題などについて編成を行います。 

 

 ○ 

 

 ○ 

 

  

◆成果指標 

指標 

平成 

30年度 

(策定時) 

令和 

元年度 
2年度 3年度 4年度 5年度 

5年度 

(目標) 

「授業の内容がわ

かる」と回答した児

童生徒の割合 

小 

92.4% 

中 

86.7% 

小 

91.0% 

中 

82.5% 

小 

92.0％ 

中 

83.0％ 

小 

94.0％ 

中 

83.0％ 

小 

94.0％ 

中 

88.0％ 

小 

94.0％ 

中 

8４.0％ 

小 

94% 

中 

88% 

学習意欲に関する

質問に肯定的に答

えた児童生徒の割

合 

小 

80.0% 

中 

71.6% 

小 

81.5% 

中 

73.2% 

小 

80.8％ 

中 

77.0％ 

小 

83.6％ 

中 

75.1％ 

小 

82.9％ 

中 

76.6％ 

小 

82.３％ 

中 

77.6％ 

小 

82% 

中 

73% 

 
◆事業の方向性評定数 

拡充 継続 縮小 改善 

5 9 ０ ０ 

 

 

 
施策１ 

 

基礎的・基本的な知識・技能の習得と、自ら考え、判断し、表現する

など幅広い学力の育成を進めます 

 
方向性ごとの事業数を 
記載しています。 
 

成果指標・各事業の施策への貢献度を踏まえつつ、施策全体を見通

した視点により、５年度の評価や今後の取り組み・方向性などにつ

いて記載しています。 

 

原則、令和５年度実数値を

記載しています。 

事情により令和５年度以外

の値を使用する場合は年度

を併記してあります。 

 

-2-



◆事業の実施状況（5 年度） 

＜事業群 ① 幅広い学力の育成＞ 

事業名【所管】 
重点１－１ 新学習指導要領の着実な実施【義務教育課・   

高等学校教育課・特別支援教育課】 

5年度決算額 －千円 

実施内容・成果（計画事業量の達成状況） 課題 

○授業改善を推進しました。 

○新学習指導要領に対応した「名古屋市教

育課程」を活用し、各校での特色ある教

育課程の編成を進めました。 

○教科書の採択替えに伴い、新学習指導要

領に対応した小学校用の「名古屋市教育

課程」を作成すること 

 

今後の取り組み・方向性 

継続 
○新学習指導要領に対応した「名古屋市教育課程」を、各学校で特色ある

教育課程を編成する際の参考として活用できるように進めます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

新たな事業 公立高等学校入学者選抜でのウェブ出願対応 

【義務教育課・高等学校教育課・特別支援教育課】 

関連する計画掲載 

事業 
－ 

５年度決算額 ７，２２８千円 

事業の実施状況 

○令和６年度愛知県公立高校入学者選抜で導入されたウェブ出願

に向け、愛知県のシステム利用、ネットワーク回線、検定料収

納を始めとする対応を行った。 

今後の方向性 
○ウェブ出願システムの継続利用を行っていく。 

 

 令和５年度に行った主な取り組みに

ついて記載しています。 

 

各事業の方向性について、以下の 4種類に区分しております。 
【拡充】 対象・予算・実施回数の増などを行う場合 

【継続】 事業の内容を変更せず事業を継続する場合 

【縮小】 対象・金額・実施回数の減などを行う場合 

【改善】 拡充等によらず、事業の効果を高める工夫をする場合 

 
課題への対応や最終年度の目標達成を踏まえて今

後の取り組み・方向性について記載しています。 
 

教育振興基本計画に不掲載で、新たに開始した

主な取り組みを記載しています。 

計画期間における新規・拡充等の取り組み 

令和５年度における事業ごとの課題

を記載しています。 
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３　　施策体系図
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基本的方向 

Ⅰ 

子ども一人ひとりの個性を大切にし、社会で活躍できる力

を育成します 

 

基礎・基本の上に培われる幅広い学力、他人への思いやりや豊かな感性、健やかな心

身などグローバル社会の中で、夢をもって人生をたくましく生きる子どもの育成を進め

ます。 

 

施策 1  
基礎的・基本的な知識・技能の習得と、自ら考え、判断し、表現するなど
幅広い学力の育成を進めます 

 事業群 幅広い学力の育成／高等学校教育の推進／幼児教育の推進 

施策 2  
人権を尊重し多様性を認め合う心、豊かな感性と創造力、社会の一員と
しての規範意識や自覚を育みます 

 事業群 
豊かな人間性、社会性の涵養／さまざまな体験・経験機会の提供／交流を通じ

た学び 

施策 3  
望ましい生活習慣を身に付け、生涯にわたってたくましく生きるための
心身を育みます 

 事業群 健やかな心身を育む取組／安心・安全な学校生活の確保 

施策 4  多様な教育的ニーズに対応したきめ細かな支援を推進します 

 事業群 
障害のある子どもへの支援／発達障害の可能性のある子どもへの支援／多文化

共生に向けた支援／その他の支援 

施策 5  グローバルに活躍するための資質・能力を育みます 

 事業群 グローバル人材の育成／郷土理解を深める学び 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４ 点検及び評価の結果 
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目指す姿 

子どもが基礎的・基本的な知識・技能を身に付け、思考力・ 

判断力・表現力など社会で活躍するための幅広い力を主体的 

に伸ばしている 

 

◆5 年度の評価及び今後の取り組み・方向性 

○令和元年度に小学校用の、令和2 年度に中学校用の「名古屋市教育課程」を作

成し、各学校で特色ある教育課程を編成する際の参考として活用できるように

しました。教科書の採択替えに伴い、小学校では、令和5年度に「名古屋市教

育課程」を編成しました。中学校では、令和6年度に、現教育課程の活用状況

や課題などについて編成を行います。 

○ナゴヤ・スクール・イノベーション事業において、令和5 年度は、授業改善等

の推進を図る５つのプロジェクトを新たに立ち上げ、「個別最適な学び」と

「協働的な学び」の一体的な充実を図りました。また、これまでの取り組みの

成果をもとに、全ての教職員が共通認識をもって教育を進めることができるよ

う、本市の目指す子ども中心の学びの考えを明確にする「ナゴヤ学びのコンパ

ス」を策定しました。引き続き、全市立学校園が幼児期から青年期まで一貫し

て「子ども中心の学び」を推進していけるよう、各学校の実践を伴走支援して

いきます。 

○パイロット校に指定されている緑高校を中心に、授業改善のための先進的な取

り組みの検証を行いました。引き続き、ＩＣＴ機器の有効な活用を検証しつ

つ、その成果を市立高校全体へ広げていきます。 

○大学の研究室体験や専門学科高校におけるデュアルシステムなど、大学や企業

等との連携した取り組みを実施しました。今後は情勢を見極めながら連携事業

を更に推進していきます。 

○向陽高校を中心として、先進的な理数教育を実施し、向陽高校は第３期目（令

和２年～６年）のＳＳＨ事業の４年目を実施しました。今後は、その成果を広

く共有して市立高校全体での理数教育充実を目指します。 

○ロボット・プログラミング教育について、小・中学校２０校への教材の貸し出

しを実施しました。今後も、教材の貸し出しを小・中・特別支援学校の希望す

る学校へ行っていきます。 

○子どもの未来応援講師を市内１５５校に配置し、長期休業中特設講座を各校２

０時間実施しました。今後は、配置校の拡充を目指します。 

○子育ての支援として、「幼児の育ち応援ルーム」を１か所増設し、３か所で運

営するとともに、子育てラウンドテーブルの開催などを行いました。 

○幼児教育に係る研修や調査研究を行いました。引き続き、幼児教育に携わる教

職員・保育士等の資質・能力向上のための支援を継続するとともに、研修の実

 
施策１ 

 

基礎的・基本的な知識・技能の習得と、自ら考え、判断し、表現する

など幅広い学力の育成を進めます 
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施（受講）においては、オンデマンドを活用します。さらに、幼児教育と小学

校教育の円滑な接続を図ることができるよう、幼保小接続の調査研究を進めま

す。 

○「今月のわくわくブックネット」の配信、「本の帯コンクール」の実施、「なご

やっ子漢字検定プリント」の作成・配信を行いました。今後も、引き続き実施

していきます。また、学校司書を小学校２５９校、中学校１０９校に配置しま

した。引き続き、中学校ブロックに一人ずつ配置し、すべての小・中学校にお

いて活動していきます。 

○児童生徒１人１台端末について、転入等に備えて予備機を追加調達しました。

また、ＩＣＴを活用した授業支援を推進するため、ＧＩＧＡスクール運営支援

センターを運営するとともに、１００人のＩＣＴ支援員を派遣しました。今後

も端末の活用を推進するとともに「個別最適な学び」と「協働的な学び」の一

体的な充実を図った学びを提供するために必要なＩＣＴ環境を整備していきま

す。 

○本務教員配置による、小学校１・２年生の３０人学級編制、小学校３～５年

生・中学校１年生の３５人学級編制を実施し、指導力の向上や教材研究の深化

が図られました。国が令和３年度に小学校２年生の学級編制の標準を３５人と

し、令和４年度以降に順次学年を拡大することに伴い、令和６年度は国に先行

して小学校６年生での３５人学級を実施します。引き続き一人ひとりに対し、

きめ細かな指導を行うための少人数学級の編成、個々の子どもの習熟度や学習

においてのつまずきに対応するための少人数指導を実施します。 
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◆成果指標                          （単位：％） 

指標 
平成 

30年度 

(策定時) 

令和 

元年度 

 

2年度 3年度 4年度 5年度 

 

5年度 

(目標) 

「授業の内容がわ

かる」と回答した

児童生徒の割合 

小 

92.4 

 

中 

86.7 

小 

91.0 

 

中 

82.5 

小 

92.0 

 

中 

83.0 

小 

94.0 

 

中 

83.0 

小 

94.0 

 

中 

88.0 

小 

94.0 

 

中 

8４.0 

小 

94 

 

中 

88 

学習意欲に関する

質問に肯定的に答

えた児童生徒の割

合 

小 

80.0 

 

中 

71.6 

小 

82.6 

 

中 

75.5 

小 

80.8 

 

中 

77.0 

小 

83.6 

 

中 

75.1 

小 

82.9 

 

中 

76.6 

小 

82.３ 

 

中 

77.6 

小 

82 

 

中 

73 

 
◆事業の方向性評定数 

拡充 継続 縮小 改善 

5 9 ０ ０ 

 

◆事業の実施状況（５年度） 

＜事業群 ① 幅広い学力の育成＞ 

事業名【所管】 
重点１－１ 新学習指導要領の着実な実施【義務教育課・

高等学校教育課・特別支援教育課】 

５年度決算額 －千円 

実施内容・成果（計画事業量の達成状況） 課題 

○授業改善を推進しました。 

○新学習指導要領に対応した「名古屋市教育

課程」を活用し、各校での特色ある教育課

程の編成を進めました。 

○教科書の採択替えに伴い、新学習指導

要領に対応した小学校用の「名古屋市

教育課程」を作成すること 

今後の取り組み・方向性 

継続 
○新学習指導要領に対応した「名古屋市教育課程」を、各学校で特色あ

る教育課程を編成する際の参考として活用できるように進めます。 
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事業名【所管】 

重点１－２ 画一的な一斉授業からの転換を進める授業改

善【新しい学校づくり推進課・義務教育課・

高等学校教育課・特別支援教育課・教育セン

ター】 

５年度決算額 １２５，３６６千円 

実施内容・成果（計画事業量の達成状況） 課題 

○本市の目指す子ども中心の学びの考えを明

確にする「ナゴヤ学びのコンパス」を策定

しました。 

○ナゴヤ・スクール・イノベーション事業に

おいて、授業改善等の推進を図る５つのプ

ロジェクトを新たに立ち上げ、「個別最適な

学び」と「協働的な学び」の一体的な充実

を図りました。 

○国内外の先進事例を研究し、実践しました。 

○学習会の開催を通じて教員の意識改革を行

いました。 

○全市立学校園が幼児期から青年期まで

一貫して「子ども中心の学び」を推進す

るための各学校園への伴走支援 

今後の取り組み・方向性 

拡充 

○ナゴヤ・スクール・イノベーション事業において、次のプロジェクト

を一体的に推進します。 

・学校における授業改善の推進（すすめるプロジェクト） 

・学校間の連携推進（つながるプロジェクト） 

・学校運営改善の推進（かいぜんプロジェクト） 

・選抜した教員による実践研究（つくりてプロジェクト） 

・学習会の開催などを通じた教員の意識改革（ひろがるプロジェクト） 

○広報・啓発を行います。 
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事業名【所管】 
重点１－３ ことばの力育成事業【義務教育課・特別支援

教育課・図書館】 

５年度決算額 １２７，８０１千円 

実施内容・成果（計画事業量の達成状況） 課題 

〇小・中・特別支援学校を対象に、「今月のわ

くわくブックネット」を配信しました。 

○小学校・特別支援学校小学部の４～６年生

及び、中学校・特別支援中学部の全学年を対

象に「本の帯コンクール」を実施しました。 

○学校司書１０９名を小学校２５９校、中学

校１０９校に配置しました。 

○「なごやっ子漢字検定プリント」を作成・配

信しました。 

○読書活動の充実に向け、引き続き全中

学校ブロックへの学校司書を配置 

今後の取り組み・方向性 

継続 

○引き続き「本の帯コンクール」を実施します。 

○学校司書を中学校ブロックに一人ずつ配置します。 

○「なごやっ子漢字検定プリント」を更新し、配信します。 

 

事業名【所管】 
重点１－４ 小・中学校における理数教育の推進【義務教

育課・特別支援教育課】 

５年度決算額 －千円 

実施内容・成果（計画事業量の達成状況） 課題 

○ロボット・プログラミング教育を小・中学校

２０校で実施しました。 

〇双方向性コンテンツに対応したデジタル教

材を全中学校に導入しました。 

○継続実施を踏まえた指導方法、教材等

の修理・整備、民間との協力体制の在

り方等の検討 

今後の取り組み・方向性 

継続 

○ロボット・プログラミング教育用の教材を希望する学校２０校へ貸出

します。 

〇双方向性コンテンツに対応したデジタル教材を全中学校で活用しま

す。 

  

-11-



事業名【所管】 

重点１－５ ＩＣＴを活用した教育の推進【学校ＤＸ推進

課・義務教育課・高等学校教育課・特別支援

教育課】 

５年度決算額 ４，９６４，０５７千円 

実施内容・成果（計画事業量の達成状況） 課題 

○児童生徒１人１台端末について、転入等に

備えて予備機を追加調達しました。 

○ＩＣＴを活用した授業支援を推進するた

め、ＧＩＧＡスクール運営支援センターを

運営するとともに、１００人のＩＣＴ支援

員を派遣しました。 

○学校現場で利用するネットワークや校務支

援システムの再構築に向けて、有識者の意

見や最新の技術動向などを踏まえた新たな

構成についての検証を行いつつ、適切な仕

様書の作成に取り組みました。 

○「個別最適な学び」と「協働的な学び」

の一体的な充実を図った学びを提供す

るために必要なＩＣＴ環境の整備 

 

今後の取り組み・方向性 

拡充 

○ＩＣＴ支援員の配置及びＧＩＧＡスクール運営支援センターの運営

を継続することで、児童生徒のＩＣＴ活用機会を増やし、情報活用能

力の育成を図ります。 

○一人ひとりのペースにあわせて学習を進めることができるＡＩドリ

ルを始めとした学習支援ソフトの活用率の向上に努めます。 

○教員研修において、学校情報化を推進するリーダーとして活躍できる

人材を育成する「学校情報化推進リーダー養成講座」を活用し、教員

のＩＣＴ活用指導力の向上に努めます。 

○ネットワーク及び校務支援システムの再構築に向けて、開発・運用管

理を進めるとともに、再構築を着実に進めます。 
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事業名【所管】 
重点１－６ 少人数教育の推進【教職員課・義務教育課・

特別支援教育課】 

５年度決算額 ９８５，５１３千円 

実施内容・成果（計画事業量の達成状況） 課題 

○本務教員配置による、小学校１・２年生の 

３０人学級編制、小学校３～５年生、中学校

１年生の３５人学級編制を実施し、指導力

の向上や教材研究の深化が図られました。 

○より効果的な少人数指導の推進と充実 

今後の取り組み・方向性 

拡充 

○本務教員配置による、小学校６年生の３５人学級を実施し、子ども一

人ひとりに対し、きめ細かな指導を行います。また、引き続き、ひと

つの学級を少人数の学級集団に分けて行う指導や、複数の教員で指導

するティームティーチングを進めていきます。 

 

事業名【所管】 
重点１－７ 子どもの未来応援講師の配置【義務教育課・

特別支援教育課】 

５年度決算額 ３７３，７０６千円 

実施内容・成果（計画事業量の達成状況） 課題 

○子どもの未来応援講師を小・中・特別支援学

校１５５校に配置しました。 

○長期休業中特設講座を２０時間実施しまし

た。 

○学校の希望に応じた配置 

今後の取り組み・方向性 

継続 
○子どもの未来応援講師を学校の希望に応じて配置できるようにして

まいります。 

 

事業名【所管】 

重点１－８ 学力向上サポート事業【新しい学校づくり推

進課・義務教育課・高等学校教育課・特別支

援教育課】 

３年度決算額 －千円 

実施内容・成果（計画事業量の達成状況） 課題 

  

今後の取り組み・方向性 

 
○令和３年度からナゴヤ・スクール・イノベーション事業と統合しまし

た。 
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事業名【所管】 １－９ 学力・学習状況調査の活用【義務教育課】 

５年度決算額 １，１２６千円 

実施内容・成果（計画事業量の達成状況） 課題 

○報告書を作成し、学校へ配付しました。 

○保護者用リーフレットを作成し、配付しま

した。 

○報告書の活用例の示し方、保護者への

課題の示し方等の工夫 

今後の取り組み・方向性 

継続 
○本市の課題を明確にし、授業改善例を含めた報告書を作成して各学校

に配信します。 

 

事業名【所管】 
１－１０ 教科担任制の導入【義務教育課・特別支援教育

課・教職員課】 

５年度決算額 ６８５，１３０千円 

実施内容・成果（計画事業量の達成状況） 課題 

○小学校全校の高学年において、一部の教科

を専任の教員が担当する教科担任制を実施

しました。 

○教科担任制の推進のために、専科指導非常

勤講師を小学校全校に１人配置しました。 

○中学校への円滑な接続を図るために、

教科担任制に対する児童の心理的な抵

抗感の軽減を図る工夫 

今後の取り組み・方向性 

拡充 

○専任の教員配置に加え、小学校高学年では、担任による教科交換も進

めることで、よりきめ細かく、系統的な指導を行い、中学校への円滑

な接続を図っていきます。 
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＜事業群 ② 高等学校教育の推進＞ 

事業名【所管】 
重点１－１１ 市立高等学校における学びのあり方改革

【高等学校教育課・特別支援教育課】 

５年度決算額 －千円 

実施内容・成果（計画事業量の達成状況） 課題 

○パイロット校に指定されている緑高校を中

心に、プロジェクトチームを編成し、授業改

善のための先進的な取り組みを検証しまし

た。 

○授業におけるＩＣＴ機器等の有効活用 

○パイロット校等の成果を他の市立高等

学校へ広げていくこと 

今後の取り組み・方向性 

継続 

○これまでの取り組みを踏まえつつ、家庭での活用も含めたＩＣＴ機器

の有効な活用を検証します。 

○パイロット校等での取り組みを深化させ、その成果を市立高等学校全

体へ広げ、各校の学びのあり方の改革を進めます。 

 

事業名【所管】 

重点１－１２ 市立高等学校における産業界・大学・地域

との連携【高等学校教育課・特別支援教育

課】 

５年度決算額 ５，６０7千円 

実施内容・成果（計画事業量の達成状況） 課題 

○専門学科高校（工業・工芸）におけるデュア

ルシステムを実施しました。 

○名市大との連携として、大学まるごと研究

室体験、グレイド・スキップ・チャレンジ等、

高大連携授業等を実施しました。 

○大学との連携事業の内容の充実と参加

校の拡大 

今後の取り組み・方向性 

継続 
○今後の情勢を見極めながら、大学や企業等との連携した取り組みを推

進します。 
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事業名【所管】 
重点１－１３ 市立高等学校における理数教育の充実【高

等学校教育課・特別支援教育課】 

５年度決算額 ２７，３９９千円 

実施内容・成果（計画事業量の達成状況） 課題 

○向陽高校国際科学科において、科学分野で

の活躍やグローバルな視野の育成を目指し

英語による理数授業やグループ学習による

課題研究を実施しました。 

○第３期目（令和２年度～６年度）のＳＳＨ事

業の４年目を実施しました。 

○向陽高校における取り組みの成果につ

いて、市立高校全体での共有 

○理数系コンテストの参加校数の拡大 

今後の取り組み・方向性 

継続 
○向陽高校を中心とした先進的理数教育の成果を広く共有することに

よって、市立高校全体での理数教育充実を目指します。 

 

事業名【所管】 
１－１４ 商業系専門学科高等学校の充実【高等学校教育

課】 

５年度決算額 ４，５６３千円 

実施内容・成果（計画事業量の達成状況） 課題 

○商業高校において、専門性を身に付けた国

際ビジネス社会で活躍できる人材を育成し

ました。 

○商業科・総合学科における社会と連携

したキャリア教育の充実 

今後の取り組み・方向性 

継続 

○貿易や観光などのグローバルなビジネスや持続可能な社会の実現に

向けた活動について、国際的機関や企業、ＮＰＯと連携しながら、実

践的・体験的な学習活動等を通して、経済社会の発展と変化に対応で

きる資質・能力の育成を目指します。 
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＜事業群 ③ 幼児教育の推進＞ 

事業名【所管】 
重点１－１５ 幼児期の子と親の育ち支援の推進【義務教

育課】 

５年度決算額 ２０，４１８千円 

実施内容・成果（計画事業量の達成状況） 課題 

○「幼児の育ち応援ルーム」１か所を増設

し、３か所で運営をしました。 

○専門家による「子育てラウンドテーブル」

（巡回型子育て相談会）を年１０回実施し

ました。 

○派遣型研修会や保育実技研修会等、幼児教

育に携わる教職員・保育士等を対象とした

研修の一部を、集合型及びオンデマンドで

開催しました。 

○幼小接続についての調査研究を実施しまし

た。名古屋市教育課程「幼保小接続章」を

作成しました。また、幼保小接続セミナー

等を開催しました。 

○「幼児の育ち応援ルーム」への通級希

望者増加による待機者の増加 

○「幼児の育ち応援ルーム」への通級が

難しい幼児、保護者への対応 

○幼児教育に携わる教職員・保育士等の

資質・能力の向上につながる研修テー

マの設定 

○指導資料の活用度向上 

今後の取り組み・方向性 

拡充 

○「幼児の育ち応援ルーム」の増設を検討します。 

○幼児教育に携わる教職員・保育士等の資質・能力の向上において、現

場の課題に対応した研修テーマを設定します。 

○研修の実施（受講）においてオンデマンドを活用します。 

 

事業名【所管】 １－１６ 市立幼稚園の再編【義務教育課】 

５年度決算額 １，２８７千円 

実施内容・成果（計画事業量の達成状況） 課題 

○「名古屋市立幼稚園の今後のあり方に関す

る実施計画」に基づき、令和３年度に報

徳・はとり幼稚園、令和４年度に比良西幼

稚園を閉園しました。 

 

今後の取り組み・方向性 

 
○「名古屋市立幼稚園の今後のあり方に関する実施計画」に基づき、

本市全体の幼児教育の充実を図るよう取り組みを推進します。 
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新たな事業 公立高等学校入学者選抜でのウェブ出願対応 

【義務教育課・高等学校教育課・特別支援教育課】 

関連する計画掲載 

事業 
－ 

５年度決算額 ７，２２８千円 

事業の実施状況 

○令和６年度愛知県公立高校入学者選抜で導入されたウェブ出願

に向け、愛知県のシステム利用、ネットワーク回線、検定料収

納を始めとする対応を行った。 

今後の方向性 ○ウェブ出願システムの継続利用を行っていく。 

 

計画期間における新規・拡充等の取り組み 
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目指す姿 
子ども一人ひとりがお互いの個性を認め合い、連携・協力 

しながら社会を担っていくための力を伸ばしている 

 

◆５年度の評価及び今後の取り組み・方向性 

○学校での人権教育の充実によって、友達を思いやる気持ちの育成に貢献するこ

とができました。また、校（園）長研修や初任者研修等、１９研修を通して、

教職員の人権に対する意識を高めることができました。今後も引き続き、学校

の教育活動全体を通じた人権教育を全校（園）で実施していくとともに、対面

での研修に加え、「いつでも・何度でも学ぶことができる」という動画のよさ

を生かした研修も実施することで、教職員が主体的に学びを深めることができ

るようにしていきます。 

○小学校、特別支援学校が利用する中津川野外教育センターと中学校が利用する

稲武野外教育センターにおいて、新型コロナウイルス感染症拡大防止の観点か

ら、１泊２日の野外教育活動を実施しました。新型コロナウイルス感染症が５

類感染症に位置づけられたことから、令和６年度は２泊３日で実施します。 

○東日本大震災を契機に陸前高田市教育委員会と締結した「絆協定」をもとに実

施する両市中学２年生による訪問交流事業を実施しました。また令和５年度

は、令和４年度に本事業の１０周年記念として実施した、これまでの事業参加

者（センパイ）による「絆交流ｗｉｔｈ Ｓプロジェクト」に参加したセンパ

イが中心となり、中学生の訪問交流事業に参画し、絆交流の担い手として育成

するための活動を実施しました。令和６年度も、この取り組みを継続して行い

ます。 

○幼稚園心の教育推進プランの取り組みについては、幼児の豊かな感性の育成に

つながる体験活動を行うことができました。今後は体験活動の内容の充実、預

かり保育をはじめとする子育て支援事業の充実を図ります。 

○特別支援学級と通常の学級等において、計画的に交流及び共同学習を実施しま

した。今後は、障害のある者と障害のない者がともに学ぶインクルーシブ教育

を目指す若宮高等特別支援学校においても、若宮商業高校と交流しながらとも

に学ぶ教育をすすめます。 

○環境学習や国際理解学習、防災学習、エネルギー学習、世界遺産や地域の文化

財に関する学習など多様な学習活動を支援することで、ＳＤＧｓ達成の担い手

づくりを推進しました。今後もより多くの学校で実践されるよう取り組んでい

きます。 

  

 
施策２ 

 

人権を尊重し多様性を認め合う心、豊かな感性と創造力、社会の一員

としての規範意識や自覚を育みます 
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◆成果指標                          （単位：％） 

指標 
平成 

30年度 

(策定時) 

令和 

元年度 

 

2年度 3年度 4年度 5年度 

 

5年度 

(目標) 

学校生活において

友達を思いやる気

持ちをもつことが

できる子どもの割

合 

小 

85.1 

 

中 

82.5 

小 

83.6 

 

中 

86.9 

小 

85.7 

 

中 

86.1 

小 

85.3 

 

中 

85.7 

小 

81.3 

 

中 

83.8 

小 

79.0 

 

中 

82.0 

小 

91 

 

中 

89 

野外教育センター

の利用者満足度調

査で「満足」と回

答した割合 

89.1 82.4 － － 91.0 86.0 90 

 
◆事業の方向性評定数 

拡充 継続 縮小 改善 

１ １１ ０ ０ 
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◆事業の実施状況（５年度） 

＜事業群 ① 豊かな人間性、社会性の涵養＞ 

事業名【所管】 

重点２－１ 学校教育における人権教育の推進【人権教育

課・義務教育課・高等学校教育課・特別支援

教育課・教育センター】 

５年度決算額 ３，４６６千円 

実施内容・成果（計画事業量の達成状況） 課題 

○学校教育における人権教育推進のため、関

係各課・室・公所との連絡調整を行いまし

た。 

○あらゆる差別や偏見をなくし、お互いの人

権を認め合う人間性豊かな幼児児童生徒を

育成するため、学校の教育活動全体を通じ

た人権教育を市立の全校（園）で実施しま

した。 

○職務や経験年数に応じて、教職員２，０７

６人を対象に、人権教育研修を計画的に実

施しました。 

○学校教育における人権教育をより総合

的かつ効果的に推進するための関係各

課・室・公所の緊密な連携の継続 

○幼児児童生徒の発達段階に応じた人権

尊重の意識を高める教育の継続 

○研修を通じた教職員の資質向上の継続 

 

今後の取り組み・方向性 

継続 

○学校の教育活動全体を通じた人権教育を全校（園）で実施していきま

す。 

○１９研修を実施し、教職員の人権に対する意識を高めていきます。「い

つでも・何度でも視聴できる」という動画のよさを生かした研修を基

本とすることで、教職員が主体的に学びを深めることができるように

していきます。 

 

事業名【所管】 
重点２－２ ＳＤＧｓ達成の担い手づくり推進事業【義務

教育課・高等学校教育課・特別支援教育課】 

５年度決算額 ６５９千円 

実施内容・成果（計画事業量の達成状況） 課題 

○幼・小・中・高等学校・特別支援学校のうち、

希望する６校（園）において、ＳＤＧｓ達成

の担い手づくりにつながる実践を行いまし

た。 

○ＳＤＧｓに対する教職員の理解を高め

ること 

今後の取り組み・方向性 

継続 ○広報誌を配付して、教職員の理解を高めるようにします。 
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事業名【所管】 重点２－３ 幼稚園心の教育推進プラン【義務教育課】 

５年度決算額 ５５，７３７千円 

実施内容・成果（計画事業量の達成状況） 課題 

○市立幼稚園において芸術鑑賞などの文化的

体験を１１園、自然体験・社会体験を全園で

実施しました。 

○市立幼稚園全園において、長期休業中を含

め預かり保育を実施しました。２園におい

て早朝と１７時以降の預かり保育の利用時

間を延長しました。 

○預かり保育の保育内容の充実 

○預かり保育の利用時間延長の拡充園の

検討 

○預かり保育利用者数増に伴う教員負担

軽減策の検討 

今後の取り組み・方向性 

拡充 

○市立幼稚園全園において、長期休業中を含め預かり保育を実施し、保

育内容の充実を図ります。 

○令和６年度は２園において実施している預かり保育の利用時間の延

長について、他の園への拡充を検討します。 

○預かり保育の利用状況に応じて、非常勤講師の配置について検討しま

す。 

 

事業名【所管】 
２－４ 道徳教育の推進【義務教育課・高等学校教育課・

特別支援教育課】 

５年度決算額 ２，０００千円 

実施内容・成果（計画事業量の達成状況） 課題 

○道徳科の授業を全校で実施しました。 

○文部科学省の委託事業「道徳教育の抜本的

改善・充実に係る支援事業」として、道徳教

育講師活用支援事業を実施しました。応募

によって実践校１００校（小学校７２校・中

学校２８校）を決定し、各学校が地域や社会

で活躍する人等を講師に招き、道徳科の授

業を行いました。 

○道徳科の授業における効果的な外部講

師の活用のあり方 

今後の取り組み・方向性 

継続 
○道徳教育講師活用支援事業の実践校が、道徳科の授業で扱う内容項目

と関連させた効果的な外部講師の活用ができるよう計画します。 
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事業名【所管】 
２－５ 主権者教育の推進【義務教育課・高等学校教育

課・特別支援教育課】 

５年度決算額 －千円 

実施内容・成果（計画事業量の達成状況） 課題 

○小・中・高等学校において選挙出前トークを

実施しました。 

○選挙啓発副読本「いちごのあした」を編集

し、全中学校に配付しました。 

○政治や選挙等に関する副読本「私たちが拓

く日本の未来」を全高等学校に配付しまし

た。 

○選挙出前トークの広報 

○「いちごのあした」の効果的な改訂 

○高校生の政治への参加意識を高めるた

めの指導の充実 

今後の取り組み・方向性 

継続 

○学校への周知を工夫し、選挙出前トークを継続して行います。 

○生徒の理解がより深まるよう「いちごのあした」を編集し、中学校へ

の配付を継続していきます。 

○授業において副読本を活用するなど、主権者としての自覚を促す取り

組みを継続していきます。 

 

事業名【所管】 
２－６ 学校における環境教育の推進【義務教育課・高等

学校教育課・特別支援教育課】 

５年度決算額 ６，００３千円 

実施内容・成果（計画事業量の達成状況） 課題 

○「環境デーなごや」の地域行事「環境学習

ウィーク・トライ＆アクション」及び教科等

での環境学習を、小・中・特別支援学校の全

校で実施しました。 

○環境学習の推進と充実 

今後の取り組み・方向性 

継続 
○引き続き「環境学習ウィーク・トライ＆アクション」及び教科等での

環境学習を、小・中・特別支援学校の全校で実施します。 
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事業名【所管】 ２－７ 情報モラル教育【学校DX推進課】 

５年度決算額 ２００千円 

実施内容・成果（計画事業量の達成状況） 課題 

○情報モラルの授業を行うためのコンテンツ

や資料をパッケージ化した情報モラルパッ

ケージを２０種類提供しました。 

○タブレットで閲覧・提示できる情報モラル

啓発資料を教職員保護者用２８種類、児童

用１９種類、生徒用１８種類提供しました。 

○最新情報の入手に有効な関連ポータルサイ

トのリンクを精選・充実し、リンク集として

提供しました。 

○研修会等でコンテンツを学習に活用する講

座を実施しました。 

○タブレットを活用した学習における情

報モラル指導方法の支援 

○情報モラルコンテンツの内容更新の検

討 

今後の取り組み・方向性 

継続 
○タブレットを活用した学習や、教員の教材研究等に活用していただけ

るよう、継続した運用を行っていきます。 
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＜事業群 ② さまざまな体験・経験機会の提供＞ 

事業名【所管】 
２－８ 野外教育の推進【義務教育課・高等学校教育課・

特別支援教育課】 

５年度決算額 ２４１，３８９千円 

実施内容・成果（計画事業量の達成状況） 課題 

○新型コロナウイルス感染症の拡大防止のた

め、小学５年生、中学２年生、特別支援学校

の小学部５年生、中学部２年生及び高等部

２年生を対象に１泊２日の野外教育を実施

しました。中津川野外教育センターでは小

学校・特別支援学校２６５校（２０，０００

人）、稲武野外教育センターでは中学校１１

０校（１６，８４６人）が施設を利用しまし

た。 

○また、野外学習センターでは、高等学校１４

校（３，４７３人）が施設を利用しました。 

○施設・設備の老朽化への対策 

今後の取り組み・方向性 

継続 

○施設・設備の改修・修繕に取り組みます。 

○令和６年度は、２泊３日の日程で、中津川野外教育センター、稲武野

外教育センターにて野外活動を実施します。 

 

事業名【所管】 ２－９ 名古屋港スタディツアー【義務教育課】 

５年度決算額 ７，６６３千円 

実施内容・成果（計画事業量の達成状況） 課題 

〇名港トリトン、コンテナターミナルや製鉄

所、自動車専用埠頭等を海上から見学しま

した。 

〇乗船人数、金城ふ頭までの移動といっ

た条件による、参加可能校の固定化 

今後の取り組み・方向性 

 
○一定の定員規模の船を所有する事業者がいなくなったことから事業

を廃止します。 
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事業名【所管】 
２－１０ その道の達人派遣事業【義務教育課・高等学校

教育課】 

５年度決算額 －千円 

実施内容・成果（計画事業量の達成状況） 課題 

○「環境問題」、「国際理解」、「ものづくり」、

「読書活動」、「芸術文化」、「健康福祉」など

のテーマを中心に、学校の求めに応じ、それ

ぞれの分野の専門家が小・中学校に出向き、

自らの専門分野を子どもたちにわかりやす

く教える「その道の達人事業」を展開し、１

６４プログラムを紹介しました。 

○紹介できる専門家の確保 

 

今後の取り組み・方向性 

継続 
○学校が選べるメニューに対応した専門家を確保しながら、今後も実施

していきます。 

 

＜事業群 ③ 交流を通じた学び＞ 

事業名【所管】 

重点２－１１ インクルーシブ教育システムの構築の推進

【義務教育課・高等学校教育課・特別支援

教育課】 

５年度決算額 －千円 

実施内容・成果（計画事業量の達成状況） 課題 

○特別支援学級と通常の学級等において交流

及び共同学習を実施しました。 

○インクルーシブ教育を目指す若宮高等特別

支援学校の教育内容について検討しまし

た。 

〇連続性のある多様な学びの場の設定 

今後の取り組み・方向性 

継続 ○各学校が計画的に交流及び共同学習を実施できるようにします。 
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事業名【所管】 
重点２－１２ 中学生による陸前高田市との交流【総務

課・義務教育課】 

５年度決算額 ４，９８３千円 

実施内容・成果（計画事業量の達成状況） 課題 

○名古屋市交流団が８月に陸前高田市を訪問

し、現地交流、防災学習、一次産業体験を実

施しました。 

○陸前高田市交流団が１月に名古屋市を訪問

し、現地交流、防災学習、職場体験を実施し

ました。 

○令和５年度は、令和４年度に本交流の１０

周年記念として実施した、これまでの事業

参加者（センパイ）による「絆交流ｗｉｔｈ 

Ｓプロジェクト」に参加したセンパイが中

心となり、中学生の相互訪問交流に参画し、

絆交流の担い手として育成するための活動

を実施しました。 

○将来のまちづくりを担う子どもたちの

育成につながる交流の継続的な実施 

○これまでの事業参加者（センパイ）を、

交流の担い手として育成 

今後の取り組み・方向性 

継続 

○今後も「絆協定」に基づく両市の中学生による相互訪問交流を実施し

ます。 

○これまでの事業参加者（センパイ）が自ら考え行動できるようになる

ことを目指し、絆交流事業の担い手育成に向けた取り組みを実施しま

す。 
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事業名【所管】 
２－１３ ふれあい交流事業【企画経理課・義務教育課・

特別支援教育課】 

５年度決算額 ７０千円 

実施内容・成果（計画事業量の達成状況） 課題 

○姉妹友好都市児童生徒書画展（４，３９０点

展示、１６，３９３人来場）を実施しました。 

○ふれあい交流植樹体験、児童交歓交流会を

実施しました。 

○姉妹友好都市との今後の連携 

 

今後の取り組み・方向性 

継続 

○ふれあい交流植樹体験、児童交歓交流会を実施します。 

○豊田市、中津川市の児童生徒との交流を図るため、名古屋市、姉妹友

好都市の作品とあわせて展示する児童生徒書画展を実施します。 
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目指す姿 
子どもが健康でいきいきとした人生を送るための力を伸ばし 

ている 

 

◆５年度の評価及び今後の取り組み・方向性 

○特色ある体力づくりに取り組む学校やひとつの運動にほぼ年間を通して継続的

に取り組む学校を指定し、望ましい運動習慣を形成してきました。今後も運動

好きな子を育て、生涯にわたる豊かなスポーツライフの基礎を築いていきま

す。 

○精神科学校医による面談を行い、さまざまな悩みに対応することができまし

た。子ども応援委員会で対応している事例から、精神科受診が必要であると判

断されたものについて、精神科学校医につなげたものがありました。今後も相

談業務において学校と子ども応援委員会との連携を図っていきます。 

○防犯教室や防犯訓練などで、不審者対応を学び、安全マップを作成すること

で、自ら危険を予測し、回避しようとする態度を身に付けることができまし

た。今後も防犯教室や防犯訓練、安全マップ作りを継続するとともに、さまざ

まな場面を想定し、不審者への対応の仕方を学んだり、自分で作った安全マッ

プを見直したりすることにより、自ら危険を予測し、回避する能力を高めてい

きます。 

○小学校において、民間委託による新たな運動・文化活動を全校で実施しまし

た。引き続き、全校で実施してまいります。 

○中学校・高等学校の部活動については、部活動外部顧問や外部指導者を活用す

ることにより、活動の充実と活性化を図ってまいりました。引き続き部活動の

振興を図るため、部活動外部顧問等の派遣の拡充に努めます。 

○「名古屋市立学校部活動等活動日・活動時間の基準」により、各学校や保護者

に対してより安全で充実した部活動についての周知を実施しました。また柔道

部への巡回指導等により、子どもたちが安心・安全に部活動に取り組むことが

できるよう努めました。引き続き、部活動の活動基準の周知及び安全指導体制

の充実を図っていきます。 

○子どものスポーツ・文化芸術活動の環境整備を進めるため調査・検討を行い、

中学校部活動の見直し内容を決定しました。今後、見直し内容の実施に取り組

みます。 

○体験型交通安全訓練や親子交通安全教室等の交通安全教育を実施して幼児児童

生徒の交通安全に関する意識を高めるとともに、通学路の安全点検を実施しま

した。引き続き、交通安全教育と通学路の安全対策を実施していきます。 

 
施策３ 

 

望ましい生活習慣を身に付け、生涯にわたってたくましく生きるため

の心身を育みます 
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○なごやっ子防災ノートを配付し、防災に対する意識を高めるとともに、家庭と

連携した防災教育を行いました。引き続き実践的で効果的な研修・訓練の実施

に努めます。 

○地震発生時に安全を確保するため、全ての小学１年生の児童を対象に、折りた

たみ式防災ヘルメットを配付しました。市内全校・園の幼児児童生徒に必要な

ため、引き続き配備を進めていきます。 

○感染症の影響を最小限に止めつつ学校教育活動を継続できる環境を維持するた

め、感染者の発生に伴う対応や効果的な換気対策を実施しました。今後も換気

や手洗いといった日常的な対応を継続していきます。 

 

◆成果指標                          （単位：％） 

指標 
平成 

30年度 

(策定時) 

令和 

元年度 

 

2年度 3年度 4年度 5年度 

 

5年度 

(目標) 

運動することが好 

きな子どもの割合 

（全国体力・運動 

能力、運動習慣等 

調査） 

小 

64.1 

 

中 

54.2 

小 

63.1 

 

中 

53.2 

－ 

小 

58.7 

 

中 

49.7 

小 

60.2 

 

中 

51.5 

小 

6１.８ 

 

中 

51.０ 

小 

66 

 

中 

56 

 
◆事業の方向性評定数 

拡充 継続 縮小 改善 

１ ６ ０ ２ 

  

-30-



◆事業の実施状況（５年度） 

＜事業群 ① 健やかな心身を育む取り組み＞ 

事業名【所管】 
重点３－１ 元気いっぱいなごやっ子の育成事業【学校保

健課】 

５年度決算額 １，９２８千円 

実施内容・成果（計画事業量の達成状況） 課題 

○運動大好きなごやっ子育成推進校（小・中

学校で１８校）、一校一運動（小学校８

校）の研究を委嘱し、体力の向上や運動習

慣の形成に努めました。 

○「元気いっぱいなごやっ子通信」等を配付

し、児童生徒の望ましい生活習慣の形成に

努めました。 

○「子どもの体力向上支援委員会」を開催

し、体力の向上や運動習慣形成、生活習慣

形成のための事業に対し、取り組み内容の

検討や振り返りを行いました。 

○放課や日常の運動につなげる取り組み

の不足 

今後の取り組み・方向性 

継続 
○運動大好きなごやっ子育成推進校、一校一運動の取り組みを継続し、

生涯にわたる豊かなスポーツライフの実現や体力・運動能力の向上を

図ります。 

 

事業名【所管】 
重点３－２ 部活動の振興（中学校、高等学校）【部活動

振興課】 

５年度決算額 ２３６，０８９千円 

実施内容・成果（計画事業量の達成状況） 課題 

○部活動外部顧問を３３５部に派遣しまし

た。 

○部活動外部指導者を３５０部に派遣しまし

た。 

○部活動外部顧問派遣事業における学校

からの派遣希望への対応（派遣希望３

７２部） 

 

今後の取り組み・方向性 

拡充 ○部活動外部顧問等の派遣の充実に努めます。 
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事業名【所管】 重点３－３ 部活動の振興（小学校）【部活動振興課】 

５年度決算額 １，３６５，８５６千円 

実施内容・成果（計画事業量の達成状況） 課題 

○小学校における新たな運動・文化活動を全

校で実施しました。 

○指導者の確保及び育成 

今後の取り組み・方向性 

継続 
○新たな運動・文化活動の全校実施を継続します。 

○人材バンクの活用等により指導者の確保及び育成に努めます。 

 

事業名【所管】 

３－４ こころと命を守る教育（自殺予防教育）の推進

【義務教育課・高等学校教育課・特別支援教育

課】 

５年度決算額 －千円 

実施内容・成果（計画事業量の達成状況） 課題 

○小学４年生以上を対象に啓発パンフレット

「気づいている？こころのＳＯＳ」を配付

し、こころの状態の把握、つらさへの対処等

の学びに活用できるようにしました。 

○子どもの発達段階に応じた多様な題材

の提示 

今後の取り組み・方向性 

継続 
○「気づいている？こころのＳＯＳ」を含む多様な題材を用いて、ここ

ろと命を守る教育を推進してまいります。 
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事業名【所管】 ３－５ 精神科学校医の配置【学校保健課】 

５年度決算額 ３，４９６千円 

実施内容・成果（計画事業量の達成状況） 課題 

○精神科学校医を中学校４校に配置しまし

た。 

○教職員の相談に、子ども応援委員会スクー

ルカウンセラーが同席する機会が増え、

チームとして支援する体制づくりを進めま

した。３３件の面談等実績がありました。 

○小学校、高等学校への相談業務の拡充 

今後の取り組み・方向性 

改善 

○子ども応援委員会で対応している事例から、精神科受診が適当である

と判断されたものについて、精神科学校医につなげたものが年々増え

ています。今後も相談業務において学校と子ども応援委員会との連携

を図っていきます。また、中学校だけでなく、小学校や高等学校から

の相談希望に対応していきます。 

 

＜事業群 ② 安心・安全な学校生活の確保＞ 

事業名【所管】 
重点３－６ 幼児児童生徒への交通安全教育【義務教育

課・高等学校教育課・特別支援教育課】 

５年度決算額 １４，２４６千円 

実施内容・成果（計画事業量の達成状況） 課題 

○市立全校（園）において、体験型交通安全訓

練を含む交通安全教育を実施するととも

に、小・中学校における通学路の安全対策を

実施しました。 

○市立全校（園）において、体験型交通安

全訓練を含む交通安全教育の充実と機

会の確保 

今後の取り組み・方向性 

継続 
○今後も市立全校（園）において交通安全教育と通学路等の安全点検の

実施を継続します。 
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事業名【所管】 
重点３－７ 学校における防災教育【義務教育課・高等学

校教育課・特別支援教育課】 

５年度決算額 ２，１２３千円 

実施内容・成果（計画事業量の達成状況） 課題 

○東日本大震災の教訓を踏まえて作成した

「なごやっ子防災ノート」を活用し、児童生

徒の防災に対する意識を高め、家庭とも連

携した防災教育を実施しました。 

○教員を対象とした研修・講習会を開催した

り、緊急地震速報を聞いて避難したりする

など、実践的な防災訓練を実施しました。 

○法改正や防災施策の変更に応じた適切

ななごやっ子防災ノートの改訂・更新 

○各校の地域の状況に応じた実践的で効

果的な研修や訓練の実施 

 

今後の取り組み・方向性 

継続 

○なごやっ子防災ノートを児童生徒に対して配付します。 

○今後も各学校において、毎年度改訂する防災計画に基づき、学区の地

理的条件や実情に応じて、より実践的で効果的な研修や訓練を実施し

てまいります。 

 

事業名【所管】 ３－８ 学校における防犯対策【学校保健課】 

５年度決算額 －千円 

実施内容・成果（計画事業量の達成状況） 課題 

○小・中学校で防犯教室を実施した結果、学校

への不審者侵入時における避難の仕方、学

校外での不審者や痴漢遭遇時の対応の仕方

などを学ぶことができました。 

○通学路や帰宅後の生活圏などで危険な場所

や子ども１１０番の家などを子ども自身が

確認しながら安全マップを作成し、自ら危

険を予測し、回避しようとする態度を身に

付けることができました。 

○防犯教室における警察官やスクール

ガードリーダーの積極的な招致や、さ

まざまな場面を想定した対応の仕方の

学習 

○自分で作った安全マップを追記するな

どして見直すことによる、自ら危険を

予測し、回避する能力の向上 

今後の取り組み・方向性 

継続 

○今後も防犯教室、安全マップ作りを継続していきます。また、外部指

導者を積極的に招くとともに、さまざまな場面を想定し、不審者への

対応の仕方を学んだり、自分で作った安全マップを見直したりするこ

とにより、自ら危険を予測し、回避する能力を高めていきます。 
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事業名【所管】 
３－９ 学校体育等における安全指導体制【学校保健課・

部活動振興課】 

５年度決算額 １，６６６千円 

実施内容・成果（計画事業量の達成状況） 課題 

○児童生徒及び指導者にとって、より安全で

充実した活動となるよう、「名古屋市立学校

部活動等活動日・活動時間の基準」を設定

し、各学校及び保護者へ周知しました。 

○柔道安全対策として巡回指導、安全指導講

演会を実施しました。 

○武道指導の充実のため、教科体育外部指導

者の派遣を実施しました。 

○水泳指導法講習会手びきや体育実技講習会

資料を配付しました。 

○年々増加していく部活動の外部顧問・

外部指導者に対して安全に関する知識

や技能の周知徹底を図ること 

○新学習指導要領に対応した内容の充実 

今後の取り組み・方向性 

改善 

○児童生徒にとってより安全で充実した活動となるよう、指導者に対し

て「名古屋市立学校部活動等活動日・活動時間の基準」や部活動の安

全指導のポイントの周知を図ります。また、特に頭部外傷など注意す

べき傷病等に関しては、適切な救急対応ができるよう、研修や「学校

における緊急度判断基準」のさらなる周知徹底などに取り組みます。 

○柔道安全対策として巡回指導、武道における安全指導講演会、武道指

導の充実のための教科体育外部指導者の派遣、また、水泳指導法講習

会や体育実技講習会を実施し、新学習指導要領に対応した安全な指導

体制を図ります。 
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新たな事業 ヘルメットの配備 

【義務教育課・高等学校教育課・特別支援教育課】 

関連する計画掲載 

事業 
重点３－７ 学校における防災教育 

５年度決算額 ２６，１１４千円 

事業の実施状況 
○地震発生時等に安全を確保するため、すべての小学１年生の児

童を対象に、折りたたみ式防災ヘルメットを配付しました。  

今後の方向性 
○市内全校・園の幼児児童生徒に必要なため、引き続き配備を進

めていきます。 

 

新たな事業 

学校における新型コロナウイルス感染症対策の強化 

【学校保健課・学校施設課・義務教育課・高等学校教育課・特別

支援教育課・学事課】 

関連する計画掲載 

事業 
－ 

５年度決算額 ３９８，０５７千円 

事業の実施状況 

○感染症流行下において感染症の影響を最小限にしつつ学校教育

活動を継続できる環境を維持するため、感染症対策や効果的な

換気の実施に必要となる物品の購入等を行いました。 

今後の方向性 

○児童生徒の安心安全な学習環境を整備し、学校教育活動を継続

できるよう、学校（園）の感染対策発生に伴う対応及び効果的

な換気対策の整備等を促進します。 

 

新たな事業 学校トイレにおける生理用品の配置【学校保健課】 

関連する計画掲載 

事業 
－ 

５年度決算額 ３，７５３千円 

事業の実施状況 
○児童生徒が安心して学校生活を送れるよう、学校トイレに生理

用品を配置しました。 

今後の方向性 ○引き続きトイレへの生理用品配置を行ってまいります。 

 

計画期間における新規・拡充等の取り組み 
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目指す姿 

障害がある、日本語指導を必要としているなど多様なニーズ 

をもつ子どもたちが将来の自立や社会参加に向けた力を伸ば 

している 

 

◆５年度の評価及び今後の取り組み・方向性 

○社会自立をするために必要な力について特別支援学校高等部３年生に身に付

いているか、教職員にアンケートを行った結果、令和５年度の目標７０％を

達成しました。今後、必要な支援を受け、将来の社会参加に必要な力を身に

付けている障害のある子どもの割合について１００％を目指します。 

○若宮商業高等学校との併設による高等特別支援学校の整備を令和４年度から令

和５年度にかけて行いました。 

○天白特別支援学校の増築の実施設計を実施するなど、特別支援学校の教室不足

の解消に向けた施設整備を行うとともに、肢体不自由児童生徒対応エレベー

ターの整備を実施しました。今後も、特別支援教育に関する施設の整備に取り

組んでいきます。 

○特別な支援を必要とする児童生徒に対して、「多様な学びの場」の確保をしま

した。今後も、児童生徒の実態に応じた学びの場で学べるよう「多様な学びの

場」の確保をしていきます。 

○特別支援学校へ学校運営アドバイザー、指導法アドバイザーを派遣し、学校支

援体制の構築をいたしました。今後も、学校運営アドバイザーや指導法アドバ

イザーを派遣し、継続的に学校支援体制の構築に努めてまいります。 

○職場実習や就労先開拓・確保のための就労支援コーディネーターと専門性の高

い職業教育を行うための職業指導講師を特別支援学校高等部に配置しました。

就労についてのネットワーク構築のために、職業自立推進運営委員会を開催い

たしました。 

○学校生活介助アシスタントを必要な時間配置しました。今後も、希望する学校

全てに、必要な時間配置してまいります。 

○医療的ケアが必要な幼児児童生徒の学校生活を支援するため、看護介助員を配

置しました。今後も、看護介助員を、配置が必要だと認められる幼児児童生徒

全員に配置してまいります。  

○宿泊行事に参加する際に必要な支援が受けられるよう宿泊行事へ介護ヘルパー

を派遣しました。今後も、宿泊行事に介護ヘルパーの派遣が必要だと認められ

る児童生徒については派遣を実施してまいります。 

○発達障害対応支援講師を１２８校に、発達障害支援員を幼稚園、小・中学校全

校（園）に配置しました。また、専門家チームを１５５校（園）に派遣しまし

た。今後も、発達障害の可能性のある児童生徒への支援を継続してまいりま

 
施策 4 

 

多様な教育的ニーズに対応したきめ細かな支援を推進します 
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す。 

○日本語指導が必要な児童生徒等の支援のために日本語指導講師、母語学習協力

員等を配置しました。今後も、日本語教育の充実に向けてＩＣＴ機器を活用し

た日本語指導や遠隔指導等の在り方について研究します。 

 

◆成果指標                          （単位：％） 

指標 
平成 

30年度 

(策定時) 

令和 

元年度 

 

2年度 3年度 4年度 5年度 

 

5年度 

(目標) 

社会的自立をする 

ために必要な力を 

身に付けている障 

害児の割合 

65.1 66.0 67.5 68.1 69.4 70.5 70 

日本語指導が必要 

な児童生徒のうち、

「日本の学校にな 

じむことができた」

と感じている者の 

割合 

90.2 89.1 93.4 87.4 90.8 91.4 92 

 
◆事業の方向性評定数 

拡充 継続 縮小 改善 

3 9 ０ １ 

 

◆事業の実施状況（５年度） 

＜事業群 ① 障害のある子どもへの支援＞ 

事業名【所管】 
重点４－１ 高等特別支援学校の整備【高等学校教育課・

特別支援教育課・教育環境整備課】 

５年度決算額 ９８３，８９９千円 

実施内容・成果（計画事業量の達成状況） 課題 

○若宮商業高等学校との併設による高等特別支

援学校の整備を令和４年度から令和５年度に

かけて行いました。 

 

今後の取り組み・方向性 
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事業名【所管】 
重点４－２ 特別支援教育に関する施設の整備【特別支援

教育課・教育環境整備課・学校施設課】 

５年度決算額 ６５０，６６２千円 

実施内容・成果（計画事業量の達成状況） 課題 

○西特別支援学校の仮設校舎をリースしまし

た。 

○天白特別支援学校の仮設校舎をリースしまし

た。 

○天白特別支援学校増築の実施設計を実施しま

した。 

〇西特別支援学校教室不足対策として、調査を

実施しました。 

○小学校３校で肢体不自由児童生徒対応エレ

ベーターを整備しました。また、小学校３校、

中学校３校で設計を実施しました。 

○特別支援学校の教室不足の解消に向

けた更なる施設の整備 

今後の取り組み・方向性 

継続 

○天白特別支援学校を増築し、普通教室等の整備を推進します。 

○西特別支援学校の教室不足対策を実施し、整備を推進します。 

○エレベーターを必要とする児童生徒ができるだけ早く利用できるよ

う、肢体不自由児童生徒対応エレベーターの整備を推進します。 

 

事業名【所管】 
重点４－３ 特別支援学級等の設置・運営【特別支援教育

課】 

５年度決算額 ４０，６４４千円 

実施内容・成果（計画事業量の達成状況） 課題 

○特別支援学級８３９学級、通級指導教室 

８３教室を設置・運営しました。 

○特別な支援を必要とする児童生徒に

対する、「多様な学びの場」の確保 

今後の取り組み・方向性 

継続 
○障害の種類や程度に応じたきめ細かな教育を行うため、特別支援学級

等を設置します。 
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事業名【所管】 
重点４－４ 外部の専門家による特別支援学校アドバイ

ザーの派遣事業【特別支援教育課】 

５年度決算額 １，６１９千円 

実施内容・成果（計画事業量の達成状況） 課題 

○特別支援学校５校（分校１校を含む）へ学校

運営アドバイザー、指導法アドバイザーを派

遣しました。 

○継続的な学校支援体制の構築 

今後の取り組み・方向性 

継続 
○継続的な学校支援体制の構築のために学校運営アドバイザーや指導

法アドバイザーを派遣します。 

 

事業名【所管】 
重点４－５ 特別支援学校高等部における就労支援【特別

支援教育課】 

５年度決算額 １４，４０４千円 

実施内容・成果（計画事業量の達成状況） 課題 

○職場実習や就労先開拓・確保のための就労支

援コーディネーターと専門性の高い職業教育

を行うための職業指導講師を配置しました。 

○職業自立推進運営委員会を開催しました。 

○高等部卒業生の就労先の確保 

○新型コロナウイルス感染症の影響に

よる、就労支援コーディネーターが

職場訪問し、職場実習や就労先開拓・

確保する機会の減少 

今後の取り組み・方向性 

継続 

○職場実習や就労先開拓・確保のための就労支援コーディネーターと専

門性の高い職業教育を行うための職業指導講師を配置します。 

○就労についてのネットワーク構築のために、職業自立推進運営委員会

を開催します。 

 

事業名【所管】 
重点４－６ 学校生活介助アシスタントの配置【特別支援

教育課】 

５年度決算額 ２１７，２２４千円 

実施内容・成果（計画事業量の達成状況） 課題 

○希望する学校全てに、学校生活介助アシスタ

ントを必要な時間配置しました。 

○希望時間数に対する配置 

今後の取り組み・方向性 

継続 ○希望する学校全てに必要な時間配置します。 
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事業名【所管】 
重点４－７ 医療的ケアが必要な幼児児童生徒の支援【義

務教育課】 

５年度決算額 ９８，９２７千円 

実施内容・成果（計画事業量の達成状況） 課題 

○看護介助員を、必要な児童生徒の支援のた

めに配置しました。 

○医療的ケア連絡会議を運営しました。 

○通学支援を実施しました。 

○看護師の確保 

○看護介助員の欠員等に対応するための

看護師配置 

今後の取り組み・方向性 

継続 

○配置が必要だと認められる幼児児童生徒全員に看護介助員を配置し

ます。 

○早期に情報を把握し、関係機関と連携した多職種によるサポートチー

ム体制での切れ目のない支援を実施します。 

○医療的ケア連絡会議を運営します。 

○急な事情等により保護者等が送迎できない場合に通学支援を行いま

す。 

 

事業名【所管】 
重点４－８ 宿泊行事への介護ヘルパーの派遣【義務教育

課】 

５年度決算額 ３，３６4千円 

実施内容・成果（計画事業量の達成状況） 課題 

○宿泊行事へ介護ヘルパーを必要な児童生徒

のために派遣しました。 

○宿泊行事における介護ヘルパーの確保 

今後の取り組み・方向性 

継続 
○宿泊行事に介護ヘルパーの派遣が必要だと認められる児童生徒につ

いては宿泊行事への介護ヘルパーを確保し、派遣を実施します。 

 

事業名【所管】 
４－９ 個別の教育支援計画、個別の指導計画の作成・活

用【義務教育課・高等学校教育課・特別支援教育課】 

５年度決算額 －千円 

実施内容・成果（計画事業量の達成状況） 課題 

○個別の教育支援計画、個別の教育指導計画

を作成し、活用しました。 

○個別の教育支援計画、個別の教育指導

計画作成率の向上 

今後の取り組み・方向性 

継続 
○個別の教育支援計画、個別の教育指導計画の作成率の向上を図りま

す。 
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＜事業群 ② 発達障害の可能性のある子どもへの支援＞ 

事業名【所管】 

重点４－１０ 発達障害の可能性のある幼児児童生徒への

支援【義務教育課・高等学校教育課・特別

支援教育課】 

５年度決算額 ７３０，３２５千円 

実施内容・成果（計画事業量の達成状況） 課題 

○発達障害対応支援講師を１２８校に配置し

ました。 

○発達障害対応支援員を幼稚園、小・中学校全

校（園）に配置しました。１，０００人を超

える在籍数の小学校に複数配置しました。 

○専門家チームを１５５校（園）に派遣しまし

た。 

○発達障害の可能性のある児童生徒への

支援の継続 

 

今後の取り組み・方向性 

拡充 

○発達障害対応支援講師を配置します。 

○発達障害対応支援員を幼稚園、小・中学校全校（園）に配置します。 

○専門家チームを派遣します。 

 

事業名【所管】 
４－１１ 通級指導定着支援員の配置【義務教育課・特別

支援教育課】 

５年度決算額 ３，４７０千円 

実施内容・成果（計画事業量の達成状況） 課題 

○通級指導定着支援員を１校に配置しまし

た。 

○児童生徒が通級指導教室で学んだこと

を在籍学級で定着するための支援 

今後の取り組み・方向性 

 
通級指導定着支援員の配置を廃止し、通級指導教室の拡充や巡回によ

る指導を増やしていきます。 
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＜事業群 ③ 多文化共生に向けた支援＞ 

事業名【所管】 

重点４－１２ 日本語指導が必要な児童生徒等の支援【義

務教育課・高等学校教育課・特別支援教育

課】 

５年度決算額 ３４０，７６６千円 

実施内容・成果（計画事業量の達成状況） 課題 

○日本語指導講師を通年で３４人配置しまし

た。 

○母語学習協力員を４８人配置しました。 

○母語学習協力員スーパーバイザーを３人配

置しました。 

○初期日本語集中教室を２教室、日本語通級

指導教室を１６教室設置しました。 

○日本語指導講師や母語学習協力員が配

置されていない学校への支援 

○初期日本語集中教室の入級待機期間短

縮に向けた支援 

○日本語教育の充実に役立つＩＣＴ機器

の活用 

○多言語化への対応 

今後の取り組み・方向性 

拡充 

○母語学習協力員を増員します。 

○母語学習協力員等の対象言語を拡充します。 

○初期日本語集中教室の入級待機期間を短縮し、より多くの児童生徒が

受講できるよう、新たに民間事業委託による対面型グループ指導によ

る初期日本語集中教室を開設します。 
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事業名【所管】 
４－１３ 外国語版小学校就学案内等による就学支援【学

事課】 

５年度決算額 ４１千円 

実施内容・成果（計画事業量の達成状況） 課題 

○小学校入学年齢になる前年の８月に区役

所・支所から外国籍の子どもの保護者に対

して外国語版「入学のご案内」と就学意向に

関するアンケートを送付しました。 

○入学の申請やアンケートの回答が無かった

外国籍の子どもの保護者に対して２月に再

度外国語版の「入学のご案内」と就学意向に

関するアンケートを送付しました。 

○市立小・中学校に就学していない外国籍の

子どもの就学状況把握のため、アンケート

の送付や区役所・支所窓口での聞き取り、出

入国在留管理局・外国人学校等への照会を

実施するとともに、就学促進のため広報な

ごやや名古屋市公式ウェブサイトなどでの

広報を実施しました。 

○就学状況が未把握または不就学の外国

籍の子どもへの対応 

 

今後の取り組み・方向性 

継続 

○小学校入学年齢になる前年の８月に区役所・支所から外国籍の保護者

に対して外国語版「入学のご案内」と就学意向に関するアンケートを

送付します。 

○入学の申請やアンケートの回答が無かった外国籍の子どもの保護者

に対して２月に再度外国語版の「入学のご案内」と就学意向に関する

アンケートを送付します。 

○市立小・中学校に就学していない外国籍の子どもの就学状況把握のた

め、アンケートの送付や区役所・支所窓口での聞き取り、出入国在留

管理局・外国人学校等への照会を実施するとともに、就学促進のため

広報なごやや名古屋市公式ウェブサイトなどでの広報を実施します。 
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事業名【所管】 
４－１４ 帰国児童生徒教育の推進【義務教育課・高等学

校教育課・特別支援教育課】 

５年度決算額 ５，２６７千円 

実施内容・成果（計画事業量の達成状況） 課題 

○帰国児童生徒教育推進校を小・中学校各１

校設置しました。 

○帰国児童生徒教育推進校に非常勤講師を１

人ずつ配置しました。 

○海外で得た語学力や多文化を尊重する

意識の保持 

 

今後の取り組み・方向性 

継続 

○帰国児童生徒教育推進校を中心とした、海外から帰国した児童生徒に

対する日本語教育や日常生活への適応支援、語学力の保持や多文化理

解の維持のための支援をします。 

 

＜事業群 ④ その他の支援＞ 

事業名【所管】 
４－１５ 高等学校教育における幅広い教育的ニーズへの

対応【高等学校教育課・特別支援教育課】 

５年度決算額 ６，１６８千円 

実施内容・成果（計画事業量の達成状況） 課題 

○不登校経験者や全日制高校の中退者に対す

る学び直しの機会を提供しました。 

○日本語指導を必要とする生徒の実態調査を

行うとともに、該当する生徒への支援を実

施しました。 

○多様化する生徒の状況とニーズを把握

した上での支援方法の検討 

今後の取り組み・方向性 

改善 
○定時制課程を中心とした生徒のニーズを踏まえた教育支援を充実さ

せます。 
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新たな事業 特別支援学校スクールバスの増車【学事課・特別支援教育課】 

関連する計画掲載 

事業 
－ 

５年度決算額 ２１０，１５８千円 

事業の実施状況 

○特別支援学校のスクールバスについて、新型コロナウイルス感

染症対策として、運行台数を増やして分散乗車することによ

り、子どもたちが安心・安全に登下校できる環境を確保しまし

た。 

今後の方向性 

○特別支援学校高等部の子どもの乗車ニーズへの対応を始めとす

る、スクールバス利用者の増加を踏まえ、障害のある子どもの

安心・安全な通学に必要なスクールバスの運行体制を確保する

ため、必要な台数を増車します。 

 

新たな事業 夜間中学の設置に向けた調査【新しい学校づくり推進課】 

関連する計画掲載 

事業 
－ 

５年度決算額 １２，８０１千円 

事業の実施状況 

○夜間中学の設置に向けて、有識者等会議やパブリックコメント

を実施し、「名古屋市立夜間中学設置基本計画」を策定しまし

た。 

今後の方向性 
○令和７年４月に市立なごやか中学校（夜間中学）を設置しま

す。 

 

 

 

 

 

 

 

計画期間における新規・拡充等の取り組み 
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目指す姿 

子どもが郷土へ愛着や誇りをもつとともに言語や文化が異 

なる人々と協働し、共生していくために必要な力を伸ばし 

ている 

 

◆５年度の評価及び今後の取り組み・方向性 

○令和元年７月に開設した「グローバル・エデュケーション・センター」では、

平日実施の基幹事業及び休業日等に実施の一般事業などを通じて、市内幼児児

童生徒の国際意識の向上を図りました。今後も引き続き、各種事業を通じて、

市内幼児児童生徒の国際意識向上に努めます。 

○小学校、特別支援学校小学部全校に外国語指導アシスタントを配置し、外国語

に慣れ親しみ、外国語が通じる楽しさを実感できる児童の育成に努めました。

今後は小学校外国語教育の充実につながる指導体制の構築に努めます。 

○外国語教育の充実を図るために、中学校全校と高等学校９校に外国人英語指導

助手（ＡＥＴ）を配置しました。また、小学校９校にも試行実施として外国人

英語指導助手（ＡＥＴ）を配置しました。今後もコミュニケーション能力の育

成に努めます。 

○市立高校生を海外へ派遣し、グローバルな視野をもつ人材を育成するととも

に、外国語によるコミュニケーション能力の向上を図るため、夏季の海外派遣

はオーストラリア、マレーシア、ドイツ、ウズベキスタン、台湾、中国、韓国

へ、春季の海外派遣はイタリア、フランスへの派遣を実施しました。今後も、

未来を担うにふさわしい国際的視野をもった人材の育成に努めます。 

○小学校給食等でなごやめしを提供し、児童生徒の名古屋の愛着を深めることに

貢献しました。引き続き啓発資料等を継続して作成・活用し、取り組みを推進

することにより、児童生徒の名古屋の食文化についての理解を深めていきま

す。 

○伝統文化や歴史を学ぶ機会を充実させ、郷土への愛着や誇りを育むため、小・

中学校２５校に和室を設置し、授業・クラブ活動・部活動で活用しました。今

後は、設置校の募集を継続し、さらなる活用に努めます。 

 

  

 
施策５ 

 
グローバルに活躍するための資質・能力を育みます 
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◆成果指標                          （単位：％） 

指標 
平成 

30年度 

(策定時) 

令和 

元年度 

 

2年度 3年度 4年度 5年度 

 

5年度 

(目標) 

外国語の授業に「進

んで参加している」

と思っている児童の

割合 

82.1 － 79.9 79.0 76.7 76.6 88 

授業で学習した英語

を使って、自分の考

え、気持ちなどを話

すことができる生徒

（中学生）の割合 

52.0 53.9 57.5 56.8 58.0 59.2 60 

 
◆事業の方向性評定数 

拡充 継続 縮小 改善 

３ ４ ０ ０ 

 

◆事業の実施状況（５年度） 

＜事業群 ① グローバル人材の育成＞ 

事業名【所管】 

重点５－１ グローバル・エデュケーション・センターの

運営【義務教育課・高等学校教育課・特別支

援教育課】 

５年度決算額 ６０，９４０千円 

実施内容・成果（計画事業量の達成状況） 課題 

○学校向け事業及び一般向け事業を実施し、

延べ２３１回の事業に延べ６，１７８人の

児童生徒が参加しました。 

○各校における一般向け事業に関する情

報の周知 

今後の取り組み・方向性 

継続 

○教育課程内で行う基幹事業を小・中・高等学校対象に、休日及び長期休

業中等で行うその他の各種事業を幼稚園児から高校生を対象に、充実

した事業を実施し、市内幼児児童生徒の国際意識の向上を図ります。 

○海外留学及び進学を希望する生徒が個別に相談することができる窓口

を開設し、名古屋市在住の生徒の海外における学習を支援します。 

○グローバル・エデュケーション・センターの実施する事業について、校

内掲示板、ホームページ等を用いて、各校に情報を発信します。 
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事業名【所管】 
重点５－２ 市立高校生の海外派遣【高等学校教育課・特

別支援教育課】 

５年度決算額 ７９，８１０千円 

実施内容・成果（計画事業量の達成状況） 課題 

○夏季の海外派遣、春季の派遣ともに実施し、

１７０名の生徒が参加しました。 

○派遣先の公的機関・研修機関との調整 

今後の取り組み・方向性 

拡充 
○今後は、さらに多くの市立高校生の海外派遣をすすめ、未来を担うに

ふさわしい国際的視野をもった人材の育成に努めます。 

 

事業名【所管】 
重点５－３ 外国語教育の充実【義務教育課・高等学校教

育課・特別支援教育課・教職員課】 

５年度決算額 ５００，８８８千円 

実施内容・成果（計画事業量の達成状況） 課題 

○外国語指導アシスタントを小学校、特別支

援学校小学部全校へ２２５人派遣しまし

た。 

○外国人英語指導助手（ＡＥＴ）を小学校９

校、全中学校、高等学校９校へ計９２人派遣

しました。 

○全中学校で指導者用デジタル教科書を活用

しました。 

○小学校教員として、小学校免許と英語免許

を所有する教員を３０人採用しました。 

○小学校外国語教育の充実を目指した指

導体制の在り方 

○外国人英語指導助手の効果的な活用 

○より多くの英語免許保有者、英語能力

に優れた教員の採用 

今後の取り組み・方向性 

拡充 

○小学校外国語教育の充実につながる指導体制を構築に努めます。 

○外国人指導助手を活用します。 

○特例要件を検討して、より多くの英語免許保有者、英語能力に優れた

教員の採用を目指します。 
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事業名【所管】 
５－４ 市立高等学校における国際理解教育の充実【高等

学校教育課・特別支援教育課】 

５年度決算額 ８，７０８千円 

実施内容・成果（計画事業量の達成状況） 課題 

○北高校国際理解コースにおいて充実した教

育実践を行いました。 

○名古屋商業高校においてイングリッシュ

キャンプを実施しました。 

○海外生徒との交流推進や、イングリッ

シュキャンプに関するプログラムの質

の向上 

今後の取り組み・方向性 

継続 
○海外生徒の受け入れやＩＣＴ活用による国際交流等に取り組み、国際

理解教育の充実を図ります。 

 

事業名【所管】 ５－５ 姉妹友好都市児童生徒書画展【義務教育課】 

５年度決算額 １，３７９千円 

実施内容・成果（計画事業量の達成状況） 課題 

○１１月に市民ギャラリー矢田にて実施しま

した（４，３９６点展示、１６，３９３人来

場）。 

○姉妹友好都市との今後の連携 

今後の取り組み・方向性 

継続 
○姉妹友好都市、「ふれあい協定」に基づく中津川・豊田市稲武地区と

の友好と親善を深め、児童生徒の国際理解と情操教育を推進します。 
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＜事業群 ② 郷土理解を深める学び＞ 

事業名【所管】 
重点５－６ 学校給食におけるなごやめしの提供【学校保

健課】 

５年度決算額 １０５，２１０千円 

実施内容・成果（計画事業量の達成状況） 課題 

○名古屋への愛着を深めるため、小学校給食

等において各学期に１回、なごやめしを提

供しました。 

○令和６年度に向け、新しい献立を開発しま

した。 

○新たな献立の開発 

今後の取り組み・方向性 

継続 

○児童生徒の名古屋への愛着をより深めることができるよう、新たな献

立の開発を進めるとともに、啓発資料等を継続して作成・活用し、児

童生徒の名古屋の食文化についての理解を深めていきます。 

 

事業名【所管】 ５－７ 郷土学習【義務教育課・特別支援教育課】 

５年度決算額 ３，０６０千円 

実施内容・成果（計画事業量の達成状況） 課題 

○郷土学習に活用できる資料を学校向けホー

ムページで提供しました。 

○社会科等の学習での活用を図るため、副読

本を中学１年生に配付しました。 

○ホームページの内容の更新 

○副読本の定期的な改訂 

今後の取り組み・方向性 

継続 ○副読本の内容を検討し、中学１年生への配付を継続します。 

 

 

 

新たな事業 グローバル人材を育む和室活用事業 

【義務教育課・高等学校教育課・特別支援教育課】 

関連する計画掲載事業 ５－７ 郷土学習 

５年度決算額 ９５，０６１千円 

事業の実施状況 
○小・中学校２５校に和室を設置し、授業・クラブ活動・

部活動で活用しました。 

今後の方向性 

○和室の設置校の募集を継続し、授業・クラブ活動・部活

動で活用することで、伝統文化や歴史を学ぶ機会を充実

させ、郷土への愛着や誇りを育みます。  

計画期間における新規・拡充等の取り組み 
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基本的方向 

Ⅱ 

子どもや教職員のための良好な教育環境を整備します 

  

教職員が子どもと向き合い、いきいきと教育活動に携わることのできる環境の整備、

学校施設・設備の機能更新や望ましい学校規模の確保など、子どもの学習や生活の基盤

となる学校におけるヒト・モノの充実を進めます。 

 

施策 6  豊かな人間性と確かな指導力をもった教職員を育成します 

 事業群 基本研修／専門研修／その他の取組 

施策 7  教員がいきいきと教育活動に取り組むための環境整備を進めます 

 事業群 「元気な学校づくり」プロジェクト／学校事務の適正化・効率化の推進 

施策 8  子どもが安心・安全で快適に学ぶことができる施設の整備を進めます 

 事業群 
学校施設の更新・機能向上／教育施設にかかる防災対策／学校施設の効果的活

用 

施策 9  子どもにとって望ましい学校規模を確保します 
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目指す姿 
教職員が使命感にあふれ、子どもを支え導くことのできる力 

を身に付けている 

 

◆５年度の評価及び今後の取り組み・方向性 

○感染症の対策をしながら対面で研修を行いました。経験年数に応じた研修、職

務や職種に応じた研修を行ったことで、教職員に求められる資質・能力の向上

につながったり、子どもへの理解力を高めたりすることにつながりました。そ

の結果、理解度・満足度の効果測定値平均は、目標を達成することができまし

た。今後は、教員育成指標を踏まえた教職員の資質・能力の向上につながる取

り組みや、研修・事業の効率化、精選化を図る取り組みを進めていきます。 

○子どもにとって、時代に合った魅力ある授業につながる手法の開発・普及に関

わる研修については、受講の意に添えなかった方だけでなく、本市すべての教

員を対象に、動画を視聴したり資料をダウンロードしたりすることができるよ

うにしたことで、受講者の学びの保障に努めました。また、受講者は、指導者

用タブレットを持参し、具体的な活用方法について学ぶことができました。今

後も、タブレットＰＣを効果的に活用できる授業づくりのためのアイデアやコ

ツを学ぶことができる取り組みを進めていきます。 

○若手教員の力量を高め、学校組織を活性化させる中堅教員を対象とした研修に

ついては、研修修了者を講師とし、課題研究の校内での生かし方について講義

を受けた上で協議を行ったことで、学校運営の推進につながる課題研究の生か

し方について理解を深めることができました。今後も、中堅教員が広い視野を

もって課題を解決することができるような取り組みを充実させていきます。 

○障害のある子どもや日本語指導が必要な子どもなど、多様な教育的ニーズに応

じた研修や相談支援について、開催時期や内容に応じてオンライン形式やオン

デマンド形式を取り入れながら行ったことで、子ども理解や支援の方法を身に

付けることができました。今後も、支援を要する子ども理解と支援に関わる手

法や、タブレットＰＣを活用した手法などを取り入れつつ、管理職も受講対象

にするなどして研修を充実させていきます。 

○教育公務員特例法の改正に伴い、研修履歴を活用した対話に基づく受講奨励に

関するガイドラインが示されました。今後は、文部科学省が構築をした研修受

講履歴記録システムを研修に生かしていく仕組みを研究していきます。 

○現職教育研修支援については、校内研修コンテンツの充実や指導主事の派遣等

により、学校（園）の主体的な学びの支援につながる事業を推進しました。今

後も、学校（園）の現職教育や教員の自主研修を支援する取り組みを進めてい

きます。 

 
施策６ 

 
豊かな人間性と確かな指導力をもった教職員を育成します 
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○教員志望の大学生から教職２・３年目までの教員を対象とした資質・能力の向

上を図る研修・事業を行ったことにより、教職への不安解消や指導力の向上に

つなげることができました。今後も、採用期、養成期等の段階に応じた学習や

研修の場を提供していきます。また、市立教員採用予定者を対象としたセミ

ナーを実施していきます。 

 

◆成果指標 

指標 
平成 

30年度 

(策定時) 

令和 

元年度 

 

2年度 3年度 4年度 5年度 

 

5年度 

(目標) 

受講者による理解

度・満足度の効果測

定値平均（４点満

点） 

㉙ 

3.7 

 

3.8 3.7 3.8 3.8 3.8 

 

3.7 

以上 

 
◆事業の方向性評定数 

拡充 継続 縮小 改善 

１ ４ ０ ５ 
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◆事業の実施状況（５年度） 

＜事業群 ① 基本研修＞ 

事業名【所管】 

６－１ 経験年数に応じた研修【教育センター・義務教育

課・高等学校教育課・特別支援教育課・学校事務

センター】 

５年度決算額 ９２，６７４千円 

実施内容・成果（計画事業量の達成状況） 課題 

○初任者研修、５年目研修、１０年目研修な

ど、１７種類の研修を実施しました。 

○研修日程を精選するために、講義型の研修

を動画配信による形式に変更しました。 

○オンラインや動画配信による研修の在

り方 

○「ナゴヤ学びのコンパス」で求められ

ている「子ども中心の学び」を具現化

する授業づくりの在り方 

今後の取り組み・方向性 

改善 

○講義型の研修は、動画配信による研修に変更することで、研修日程を

精選するだけでなく繰り返し学ぶことができるようにし、研修内容の

理解を深めたり、広げたりできるようにしていきます。 

○「重視したい学びの姿」を踏まえた授業実践・協議等により、経験年

数に応じた授業づくりの在り方について理解を深めることができる

ようにしていきます。 
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事業名【所管】 

６－２ 職務や職種に応じた研修【教育センター・義務教

育課・高等学校教育課・特別支援教育課・学校事

務センター・教職員課・学校保健課・総務課】 

５年度決算額 ２７４千円 

実施内容・成果（計画事業量の達成状況） 課題 

○校（園）長研修、教頭研修、教務主任研修な

ど、１６種類の研修を実施しました。 

○新任校（園）長の喫緊の課題を解決するな

ど、２年目校（園）長の今後の課題と対応策

をより明確にし、理解を深めるために、新任

校（園）長と２年目校（園）長と合同で協議

を行いました。 

○オンラインや動画配信による研修の在

り方 

○職務や職種に応じて確かな指導力を身

に付けるための研修体系の確立 

○課題の意識化に向けて、現状を客観的

に見つめる方法の工夫 

今後の取り組み・方向性 

改善 

○講義型の研修は動画配信による研修に変更することで、研修日程を精

選するだけでなく繰り返し学ぶことができるようにし、研修内容の理

解を深めたり、広げたりできるようにしていきます。 

○管理職研修では、アセスメント力やファシリテーション力の向上のた

め協議・演習を行ったり、教務主任研修では、「ナゴヤ学びのコンパ

ス」の取り組みについて対話したりして、自らの職務や役割について

自覚できるようにしていきます。 

○指導が不適切と判定された教員に対し、指導改善特別研修として校内

研修及び校外研修を実施します。 
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＜事業群 ② 専門研修＞ 

事業名【所管】 
６－３ 時代に合った魅力ある授業手法の開発・普及【教

育センター】 

５年度決算額 －千円 

実施内容・成果（計画事業量の達成状況） 課題 

○受講について意に添えなかった教員だけで

なく、本市すべての教員を対象に動画を視

聴したり、資料をダウンロードしたりする

ことができるようにしました。 

○受講者は、指導者用タブレットを持参し、具

体的な活用方法について学ぶことができま

した。 

○学習指導要領の円滑な実施につながる

指導方法やタブレットＰＣを効果的に

活用した学習 

○より多くの教員に対する学びの保障 

今後の取り組み・方向性 

継続 

○教科ごとに、隔年で対面研修と動画視聴型研修を行います。対面研修

については、これまでどおり募集し、応募多数の場合は抽選とします。

動画視聴型研修については、いつでも本市すべての教員が閲覧できる

ようにすることで、学びの機会を保障し、教員の主体的な学びを支援

していきます。 

 

事業名【所管】 ６－４ 中堅教員の育成【教育センター】 

５年度決算額 ２２４千円 

実施内容・成果（計画事業量の達成状況） 課題 

○ミドルリーダー研修受講者２９人が、職場

の活性化や若手育成を図りました。 

○中堅教諭等資質向上研修では、キャリア

アップシートを使って自己評価をし、今後

の目標設定に取り組みました。 

○学校組織の活性化に向けて、自校の課

題解決に向けて、広い視野をもって考

えることができる方法の検討 

今後の取り組み・方向性 

改善 

○受講者の主体的な学びを促進するため、「企業の経営から学ぶ」とい

うコマを、講師による講演の形式から、受講者が企業訪問をする形式

に変更します。 
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事業名【所管】 
６－５ 特別支援教育の教員研修・相談支援【教育セン

ター】 

５年度決算額 ３３１千円 

実施内容・成果（計画事業量の達成状況） 課題 

○特別支援教育の推進に向け、オンラインや

オンデマンド形式を取り入れながら、９つ

の講座を行いました。合計で延べ２，０４６

人の教職員が受講し、研さんを積むことが

できました。 

○経験年数２～４年目の特別支援学校の教員

の希望者１３人を対象に、講義と演習を通

して特別支援学校における算数科の授業づ

くりを学ぶ研修を実施しました。 

○全ての教員が特別支援教育に関する基

礎的な知識を身に付けるための学習 

○特別支援教育に携わる教員がより専門

的な知識を身に付けるための学習 

今後の取り組み・方向性 

継続 

○全ての教員が特別支援教育に関する基本的な知識について学習する

ことができるように、研修内容や実施方法を検討します。 

○特別支援教育に携わる教員が、障害種に応じた指導法や教材・教具

の工夫について学ぶことができる研修を行います。 

 

事業名【所管】 
６－６ 日本語指導を必要とする児童生徒の教育に関する

研修【教育センター】 

５年度決算額 ４８千円 

実施内容・成果（計画事業量の達成状況） 課題 

○日本語教育適応学級担当教員配置校の教員

と希望者１４６人を対象に実施しました。 

○増加する対象児童生徒に対する学びの

保障が可能となる指導のあり方 

今後の取り組み・方向性 

改善 
○日本語指導について経験が浅い受講者が多いため、第１回の研修で具

体的な実践例について扱っていきます。 
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事業名【所管】 
６－７ 民間企業等における社会体験研修【教育セン

ター】 

５年度決算額 ２４千円 

実施内容・成果（計画事業量の達成状況） 課題 

○５人の受講者が、企業での体験を通して、企

業の理念、人材育成や組織活性化のために

工夫していることを学び、日々の教育活動

に生かすことができました。 

○応募者の減少 

○働き方の変化による受け入れ可能な企

業の減少 

今後の取り組み・方向性 

 
○企業での体験研修を通して教師の資質能力を高める役割は一定果た

したと考え、令和５年度をもって廃止します。 

 

＜事業群 ③ その他の取り組み＞ 

事業名【所管】 ６－８ 教員免許状更新講習【教育センター】 

５年度決算額 －千円 

実施内容・成果（計画事業量の達成状況） 課題 

○令和４年度に教育公務員特例法の改正に伴

い廃止されました。 

 

今後の取り組み・方向性 

 

○教育公務員特例法の改正に伴い、研修履歴を活用した対話に基づく受

講奨励に関するガイドラインが示されました。今後は、文部科学省が

構築をした研修受講履歴記録システムを研修に生かしていく仕組み

を研究していきます。 
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事業名【所管】 ６－９ 現職教育研修支援【教育センター】 

５年度決算額 ３，７７０千円 

実施内容・成果（計画事業量の達成状況） 課題 

○学校（園）から１４５件の現職教育プログラ

ムの要請を受け、指導主事の派遣を行いま

した。 

○研究・研修を進めるための研究者や専門的

知識を有した講師への謝金と、当該講師に

よる指導に必要となる経費を３８の学校

（園）に補助しました。 

○「ナゴヤ学びのコンパス」の目指す学

びの推進に向けて、掲載内容及び現職

教育プログラムの更新 

今後の取り組み・方向性 

継続 

○「ナゴヤ学びのコンパス」の目指す学びの推進に向けた授業づくりな

ど、最新の教育情報を踏まえた現職教育プログラムについて、指導主

事の派遣ができるようにしていきます。 
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事業名【所管】 ６－１０ 若手教員の育成【教育センター】 

５年度決算額 １１，８６２千円 

実施内容・成果（計画事業量の達成状況） 課題 

○教員育成指標に示した教員の資質・能力の

向上を図るため、教員志望の大学生・大学院

生や新規採用予定者、２・３年目の教員を対

象に、養成期・採用期等の各段階に応じ、学

習や研修のできる場を提供するとともに、

講座やセミナー等を実施しました。 

○教員志望の大学生を対象に、実践的な教職

経験者の不足を補うとともに、教職へ就く

ことへの不安を解消するため、市立幼・小・

中・特別支援学校において教員の仕事を幅

広く体験する場として、希望のあった２４

５校に３４３人の学生を派遣しました。 

○市立教員採用予定者を対象に、教職に対す

る不安や疑問を解消し、教師としての仕事

に円滑なスタートが切れるよう支援するた

め、セミナーを実施しました。２３６人が参

加しました。 

○２・３年目教員の希望者を対象に、支援員が

勤務校を訪問することにより、実際の指導

場面を通じて、学習指導や学級運営等の指

導力を高めることができるように、７７校・

９０人の教諭を支援しました。 

○育成指標が十分に活用されていない 

○中学校からの希望の減少 

今後の取り組み・方向性 

拡充 

○改訂した教員育成指標に示した教員の資質・能力の向上を図るため、

教員志望の大学生・大学院生や新規採用予定者、２・３年目の教員を

対象に、養成期・採用期等の各段階に応じ、学習や研修のできる場を

提供するとともに、講座やセミナー等を実施していきます。 

○中学校からの希望を増やすために、配付するチラシに声や効果的な活

用事例を掲載するなどして、事業の魅力をできるだけ伝えることがで

きるようにしていきます。 
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事業名【所管】 ６－１１ 教職員評価【教職員課】 

５年度決算額 －千円 

実施内容・成果（計画事業量の達成状況） 課題 

○教職員の意欲・能力の向上と学校組織の活

性化を図るため、教職員評価を実施しまし

た。 

○本務教職員、会計年度任用職員ともに、

次年度への意欲の向上につなげること 

今後の取り組み・方向性 

改善 
○単年度や短期間の職員の評価を、本務と同様に次年度への意欲の向上

につなげられるよう検討します。 

 

事業名【所管】 
６－１２ 指導体験記録【義務教育課・高等学校教育課・

特別支援教育課】 

５年度決算額 １８２千円 

実施内容・成果（計画事業量の達成状況） 課題 

○名古屋市学校教育の努力目標に沿い、創意

工夫して取り組んだ日常的な指導体験記録

を広く募り、２７２編の応募がありました。

入選２２編、佳作６１編を入賞とし、表彰し

ました。 

○応募数の増加に向けた取り組み 

 

今後の取り組み・方向性 

継続 

○「ナゴヤ学びのコンパス（学びの方針）」を踏まえ、「自分のペース

や方法で学ぶ・多様な人と学び合う・夢中で探究する」姿の具現化や、

子どもたちの資質・能力の育成に向け、創意工夫して取り組んだ日常

的な指導体験記録を広く募り、本市学校教育の振興を図ります。 
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目指す姿 
業務改善や意識改革を進めることで、教員が子どもと向き 

合う時間を確保できている 

 

◆５年度の評価及び今後の取り組み・方向性 

○学校における働き方改革の推進については、教育職員の業務量の管理と健康及

び福祉の確保を図るため、令和２年度に「教育職員の業務量の適切な管理その

他教育職員の健康及び福祉の確保を図るための措置に関する条例」を制定し、

教育委員会の責務を明確化しました。あわせて教育職員の業務量の適切な管理

を行うため、成果指標としている時間外在校等時間について、教育委員会規則

により上限を設定しました。 

また、新たな校務支援システムを継続して運用しました。校務支援システムの

運用支援やスクール・サポート・スタッフなどの外部人材の活用といった既存

事業の継続、学校閉庁日の設定や学校運営サポーターの実施、小学校における

民間委託による新たな運動・文化活動の既存事業の継続実施などにより、教育

職員の時間外在校時間の縮減に取り組みました。 

スクール・サポート・スタッフについては、全校（園）の配置に加え、大規模

校等へ配置を拡大したことにより、教職員の一定の負担軽減に繋がったことか

ら、引き続き配置を継続してまいります。 

教職員が心身ともに健康に働くことができる環境を構築するとともに、子ども

の学びの充実に向けた働き方改革を推進するため、「名古屋市学校における働

き方改革プラン」を策定しました。 

今後は、プランに基づき、「教育委員会が中心となって進める取り組み」と

「学校の主体的な取り組み（教育委員会の伴走支援）」を両輪とした働き方改

革を推進してまいります。 

○学校問題解決支援チームについては、専門家に相談した全ての学校から支援が

有効であったとの評価を得ており、多様化する学校問題の解決に高い効果があ

りました。今後も学校の抱える困難事案解決に向け引き続き実施してまいりま

す。 

○学校事務のあり方の検討については、文書掲示板の活用や学校事務センターに

よる事務の集約化、主査（学校事務改善）による学校への指導などの取り組み

を進めてまいりました。今後も既存の取り組みについて引き続き進めていくほ

か、デジタル活用等による更なる事務改善の取り組みについても検討してまい

ります。 

 

  

 
施策７ 

 
教員がいきいきと教育活動に取り組むための環境整備を進めます 
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◆成果指標                        （単位：人、％） 

指標 
平成 

30年度 

(策定時) 

令和 

元年度 

 

2年度 3年度 4年度 5年度 

 

5年度 

(目標) 

公立学校の教師の勤

務時間の上限に関す

るガイドラインに準

じた時間を超える教

員の数 

ｰ 7,287 6,690 7,018 6,748 6,309 0 

教育委員会の取り組

みが、子どもと向き

合う時間の確保に有

効であったと答えた

教員の割合 

㉙ 

83.3 

 

98.1 97.8 97.8 98.9 99.4 90 

 
◆事業の方向性評定数 

拡充 継続 縮小 改善 

１ ２ ０ ０ 
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◆事業の実施状況（５年度） 

＜事業群 ① 「元気な学校づくり」プロジェクト＞ 

事業名【所管】 
重点７－１ 学校における働き方改革の推進【教職員課・

新しい学校づくり推進課・学校ＤＸ推進課】 

５年度決算額 ７２１，６７７千円 

実施内容・成果（計画事業量の達成状況） 課題 

○成績処理等をシステム化し、教員の事務負担を

軽減する新たな校務支援システムについて、継

続して運用しました。 

○学習プリントの印刷等、教員の業務支援を行う

ため、スクール・サポート・スタッフの全校へ

の配置に加え、大規模校等へ配置を拡大し、教

員が児童生徒への指導や教材研究等に注力で

きる体制の整備を行いました。 

○夏季休業期間中に校内業務や対外的な業務を

行わない学校閉庁日を設定しました。 

○あいあいシステムのアンケート機能を活用し

た、学校評価アンケートの実施等、ＩＣＴによ

る業務の効率化に取り組みました。 

○地域の大人がボランティアとして学校運営を

支援する学校運営サポーターを実施しました。 

○「名古屋市学校における働き方改革プラン」を

策定しました。 

○校務支援システムの運用について

の教職員へのフォロー 

○スクール・サポート・スタッフの配

置継続 

○新型コロナウイルス感染症の影響

を受けて増大した教職員の負担軽

減 

○ＩＣＴによる業務の効率化 

今後の取り組み・方向性 

拡充 

○校務支援システムについては、運用に際して教職員が困ることがない

ように、引き続ききめ細やかなフォローに取り組みます。 

○学校閉庁日の設定や学校運営サポーターの実施等の既存事業について

は、引き続き実施し、教職員の休暇取得の促進や地域による学校運営

の支援を図ります。 

○事業の精選・見直しを進めるほか、引き続きスクール・サポート・ス

タッフを配置するなど、教職員の負担軽減に努めます。 

○ＩＣＴによる業務の効率化に引き続き取り組みます。 

○「名古屋市学校における働き方改革プラン」に基づき、「教育委員会が

中心となって進める取り組み」と「学校の主体的な取り組み（教育委員

会の伴走支援）」を両輪とした働き方改革を推進します。 
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事業名【所管】 ７－２ 学校問題解決支援チーム【教職員課】 

５年度決算額 １６８千円 

実施内容・成果（計画事業量の達成状況） 課題 

○学校が抱える困難事案について、弁護士や

臨床心理士といった専門家による相談を

行い、問題解決への支援を行いました。 

○学校（園）での更なる活用のための周知 

今後の取り組み・方向性 

継続 
○更なる活用に向けて学校（園）へ周知を行い、今後も継続実施すること

で、学校の抱える困難事案解決に向けた支援を行います。 
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＜事業群 ② 学校事務の適正化・効率化の推進＞ 

事業名【所管】 
７－３ 学校事務のあり方の検討【教職員課・学校事務セ

ンター】 

５年度決算額 －千円 

実施内容・成果（計画事業量の達成状況） 課題 

○文書掲示板の活用による文書事務の効率化、

事務改善ソフトの作成及び同ソフトの操作説

明会などを実施し、学校の事務負担軽減に取

り組みました。 

○主査(学校事務改善)が学校を巡回し学校事務

職員への指導と管理職への助言を行う等、事

務の適正化と効率化を進めました。 

○学校間連携において、学校徴収金等の書類の

相互点検を行い、事務の適正化に取り組むと

ともに、ウェブ会議等ＩＣＴを活用するブ

ロック数を拡大し、効率化に取り組みました。 

○新採研、採用２年目研修、採用３年目研修等

の研修会を実施するとともに、新たに中堅事

務職員を対象とした研修会を実施しました。 

○標準職務を定着させるために、オンデマンド

研修の実施や、ロゴフォームによるアンケー

ト集約など、学校事務のデジタル化を進めま

した。 

○共同学校事務室の試行に向けて、関係規則等

の改正や業務フローの作成検討、関係団体等

との調整を行いました。 

○管理職によるチェック体制や教職員

との協働体制の確立 

○学校事務におけるデジタル活用の推

進 

○ＩＣＴ活用のさらなる拡大など、学

校間連携の機能強化 

○共同学校事務室拡大実施を見据え

た、中堅層を始めとした人材の育成 

今後の取り組み・方向性 

継続 

○過去の監査指摘事項等をふまえ、共通テーマ・指導マニュアルによる

効果的な全校巡回指導を実施します。あわせて校内チェック体制など、

管理職への助言も実施します。 

○学校間連携についてはこれまでの取り組みに加え、機能強化を図るた

め、ウェブ会議等ＩＣＴ活用を進めます。 

○学校事務におけるデジタル活用をさらに進めて、より効率的・効果的

な事務改善・研修に取り組みます。 

○中堅層以上の研修を充実させます。 

○令和６年度は、学校事務の改革を進めるため、共同学校事務室の試行

の効果検証を行い、拡大実施に向けた検討を行います。 
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目指す姿 
教育施設が計画的に維持・更新されるとともに、より充実し 

た教育活動のための機能の向上が進んでいる 

 

◆５年度の評価及び今後の取り組み・方向性 

○安心・安全で良好な教育環境を整備するとともに、校舎等の長寿命化を図るた

め、名古屋市学校施設リフレッシュプランに基づき、リニューアル改修（小学

校１１校、中学校５校、高等学校２校で工事実施）や保全改修（小学校１校で

工事実施）等を実施しました。今後も、引き続き校舎等の長寿命化を図る改修

工事を進めていく予定です。加えて、洋式化の学校間格差を是正し、更なるト

イレ改修のペースアップを図るため、洋式化率の低い学校を中心にトイレの洋

式化等を進めていく予定です。 

○公害対策関係校において老朽化の著しい空調設備更新を実施しました。今後も

計画的に更新を進め、安心・安全で快適な教育環境を確保します。 

○大規模地震に備え、市民の安全確保のため、教育施設のブロック塀等の改修を

実施しました。今後も計画的に取り組み、全てのブロック塀等は令和６年度撤

去完了の予定です。 

○学校の埋設給排水管改修工事（小学校１１校、中学校２校で工事実施）を実施

し、学校における避難所機能の強化を進めました。今後も継続的、計画的に取

り組んでいきます。 

 

◆事業の方向性評定数 

拡充 継続 縮小 改善 

０ ６ ０ ０ 

 

  

 
施策８ 

 
子どもが安心・安全で快適に学ぶことができる施設の整備を進めます 

-68-



◆事業の実施状況（５年度） 

＜事業群 ① 学校施設の更新・機能向上＞ 

事業名【所管】 
重点８－１ 学校施設の計画的な改修【教育環境整備課・

学校施設課】 

５年度決算額 ８，５３５，８７０千円 

実施内容・成果（計画事業量の達成状況） 課題 

○小学校１１校、中学校５校、高等学校２校

で、リニューアル改修工事を実施しまし

た。また、小学校１６校、中学校９校、高

等学校１校、幼稚園１園について設計を実

施しました。 

○小学校１校で、保全改修工事を実施しまし

た。また、小学校２校、中学校２校、高等

学校１校について設計を実施しました。 

○小学校１２校、中学校３校、高校１校で運動

場改修工事を実施しました。 

 また、小学校６校、中学校５校について設計

を実施しました。 

○校舎等の長寿命化のための更なる施策

の推進 

 

 

今後の取り組み・方向性 

継続 
○名古屋市学校施設リフレッシュプランに基づき、引き続き校舎等の長

寿命化を図る改修工事を進めていく予定です。 

 

事業名【所管】 重点８－２ 学校施設の空調設備更新【学校施設課】 

５年度決算額 ５５０，５７９千円 

実施内容・成果（計画事業量の達成状況） 課題 

○個別空調へ更新する工事を小学校３校、中

学校２校で実施しました。また、中学校１校

で設計を実施しました。 

○老朽化が進む空調設備の計画的な更新

の検討 

今後の取り組み・方向性 

継続 ○公害対策関係校の空調設備を着実に更新していく予定です。 

 

  

-69-



＜事業群 ② 学校施設にかかる防災対策＞ 

事業名【所管】 
重点８－３ 教育施設におけるブロック塀等の撤去等【学

校施設課・図書館・生涯学習課・博物館】 

５年度決算額 ２８７，３５４千円 

実施内容・成果（計画事業量の達成状況） 課題 

○学校については、５８０．０ｍの設計、２，

０６６．７ｍの工事を行いました。 

○生涯学習センター、女性会館、博物館及び図

書館については、撤去が完了しました。 

○学校の残りのブロック塀（全体の約６．

７％）の撤去（令和６年度撤去完了予

定） 

今後の取り組み・方向性 

継続 
○学校については、令和６年度撤去完了に向け改修を進めていく予定で

す。 

 

事業名【所管】 
重点８－４ 教育施設の天井落下防止対策【生涯学習課・

図書館・美術館・科学館・教育センター】 

５年度決算額 ７７，５２３千円 

実施内容・成果（計画事業量の達成状況） 課題 

○中川図書館の工事が完了しました。 

○女性会館、科学館、教育センターについては

令和元年度、美術館については令和２年度

に工事が完了しました。 

 

 

今後の取り組み・方向性 
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事業名【所管】 
重点８－５ 学校における避難所機能の強化【教育環境整

備課】 

５年度決算額 ８５２，６１３千円 

実施内容・成果（計画事業量の達成状況） 
課題 

○指定避難所となる市立小・中学校において、

大規模地震発生時に給排水機能を確保する

ため、学校敷地内の埋設給排水管の耐震性

を強化する工事を、小学校１１校、中学校２

校で行いました。また、小学校１２校につい

て設計を実施しました。 

 

○学校における避難所機能の強化に向け

た更なる施策の推進 

○指定避難所である高等学校及び特別支

援学校についての改修の検討 

○今後も単独工事に加えた、リニューア

ル改修や保全改修に併せた埋設給排水

管改修工事の実施の推進 

今後の取り組み・方向性 

継続 
○今後も埋設給排水管改修単独工事のみではなく、リニューアル改修や

保全改修にあわせて、計画的、継続的に取り組みを続けます。 

 

＜事業群 ③ 学校施設の効果的活用＞ 

事業名【所管】 ８－６ 余裕教室等の活用【教育環境整備課】 

５年度決算額 －千円 

実施内容・成果（計画事業量の達成状況） 課題 

○博物館のリニューアル改修工事に伴い、必

要となる物品の保管場所として余裕教室を

活用しました。 

○余裕教室の活用を希望する部署と学校

現場のマッチング 

 

今後の取り組み・方向性 

継続 
○余裕教室を活用する場合の法令適合等について確認しながら、活用を

希望する部署と学校現場のマッチングを図っていきます。 
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事業名【所管】 
８－７ 公的施設等との複合化【教育環境整備課・生涯学

習課】 

５年度決算額 ２５，１０６千円 

実施内容・成果（計画事業量の達成状況） 課題 

○橘小学校において、中生涯学習センターほ

か周辺の公共施設との複合化整備を民間活

力の活用により実施することについて、事

業者の公募に向けた準備を行いました。 

○複合化施設の管理・運営に関する施設

間の調整 

○学校のセキュリティーの確保 

○複合化施設の整備に関する地域住民等

との丁寧な協議と十分な調整 

○施設の完成に向けた各工程の着実な実

施 

今後の取り組み・方向性 

継続 
○橘小学校等複合化施設の整備について、令和１０年度中の施設の完成

を目標に進めます。 

 

 

 

 

 

新たな事業 学校トイレの環境改善【学校施設課】 

関連する計画掲載 

事業 

重点８－１ 学校施設の計画的な改修【教育環境整備課・学校施

設課】 

５年度決算額 ２，５４０，４６５千円 

事業の実施状況 

○学校トイレの環境改善として、トイレ改修のペースアップを図

るため、洋式化率の低い学校を中心に小学校３６校、中学校１

０校トイレ改修工事を実施しました。 

今後の方向性 
○令和２年度から５年間、洋式化率の低い学校を中心にトイレの

みの単独改修を実施し、計画的な整備を進めていきます。 

 

新たな事業 学校体育館空調設備の整備【学校施設課】 

関連する計画掲載 

事業 
— 

５年度決算額 ２，３８４，２２９千円 

事業の実施状況 
○体育館空調設備の実施設計を小学校５２校で、工事を中学校５

６校、特別支援学校１校で実施しました。 

今後の方向性 

 

○令和１０年度までに全ての小学校の整備を完了いたします。 

 

計画期間における新規・拡充等の取り組み 
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新たな事業 特別教室空調設備の新設【学校施設課】 

関連する計画掲載 

事業 
— 

５年度決算額 ２２１，７５８千円 

事業の実施状況 

○中学校３校の美術室に、空調設備を新設しました。 

○小学校８０校、中学校３６校の理科室に、空調設備を新設しま

した。 

今後の方向性 
○令和６年度中に全小中学校への理科室への整備を完了いたしま

す。 

 

新たな事業 スチームコンベクションオーブンの導入拡大【学校保健課】 

関連する計画掲載 

事業 
－ 

５年度決算額 ９２，０９４千円 

事業の実施状況 
○新たに１１校に導入しました。 

○令和４年度未調査の学校に導入可能性調査を実施しました。 

今後の方向性 

○令和６年度は、設置の可能性があると認められた学校の内１５

校に導入します。加えて、未調査の学校に導入可能性調査を実

施します。 

 

新たな事業 給食調理場空調設備整備の調査【学校保健課】 

関連する計画掲載 

事業 
－ 

５年度決算額 ３３，２２０千円 

事業の実施状況 

○給食調理場空調設備の早期整備の促進と効果的な整備の両立を

目指して、短期に整備可能な新たな整備手法や適切な空調能力

等について調査を実施しました。 

今後の方向性 ○令和６年度は、前年度の調査結果に基づき整備を行います。 

 

新たな事業 中津川野外教育センターにおける熱中症対策【義務教育課】 

関連する計画掲載 

事業 

２－８ 野外教育の推進 

【義務教育課・高等学校教育課・特別支援教育課】 

５年度決算額 １，９２４千円 

事業の実施状況 
○第１本館・第２本館宿泊室については、令和６年 2 月末に空調

設備設置工事が完了しました。 

今後の方向性 
○令和６年度の入所より、夏季の利用時等、気温が高いときに使

用します。 
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目指す姿 
望ましい学校規模を確保することで、子どもがいきいきと 

輝く良好な教育環境が整っている 

 

◆５年度の評価及び今後の取り組み・方向性 

○望ましい学校規模を確保するため、小規模校・過大規模校において、保護者等

へヒアリングを実施しました。中区の小規模校について、統合校を開校すると

ともに、千種区の小規模校について、統合を決定しました。また、港区・天白

区の小規模校に関し、保護者・学校・地域と協議を行い、新しい校名の決定等

を行いました。その他、中区・港区・天白区の統合校について、改修や改築の

設計を行いました。統合校の開校に向けて具体的な学校づくりを着実に進めま

す。 

○過大規模校になることが見込まれる志段味中学校について、分離新設校の設計

を令和４年度から令和５年度にかけて行いました。 

  

◆事業の方向性評定数 

拡充 継続 縮小 改善 

０ １ ０ ０ 

 

  

 
施策９ 

 
子どもにとって望ましい学校規模を確保します 
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◆事業の実施状況（５年度） 

事業名【所管】 重点９－１ 望ましい学校規模の確保【教育環境整備課】 

５年度決算額 ５７０，７０９千円 

実施内容・成果（計画事業量の達成状況） 課題 

○中区の小規模校について、統合校を開校し

ました。 

○千種区の小規模校について、統合を決定し

ました。 

○過大規模校になることが見込まれる志

段味中学校について、分離新設校の設計

を令和４年度から令和５年度にかけて行

いました。 

○保護者や地域住民の理解を得ること 

今後の取り組み・方向性 

継続 

○統合校の開校に向けて、保護者・地域・学校と協議を行い、具体的な

学校づくりを進めます。 

○新たな取り組み対象校について、教育委員会が事前調査を行い、個別

プランを作成するとともに、審議会へ個別プランを諮問します。 
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基本的方向

Ⅲ 

学校・家庭・地域が共に子どもの豊かな育ちを応援する体

制を整備します 

  

教職員以外の専門スタッフも活用した子どもの人生（ライフキャリア）を応援する体

制の整備、家庭の経済的状態によらず将来の進路選択ができる経済的な支援、学校と共

に家庭や地域が子どもの豊かな育ちを支えるための取組を進めます。 

 

施策 10 子どもの針路を応援するため、一人ひとりの発達の過程を支援します 

 事業群 子ども・親総合支援／学校教育におけるキャリア教育・就労支援 

施策 11  いじめや不登校などの未然防止と早期発見・解決に取り組みます 

施策 12 保護者の経済的負担を軽減し、多様な進路選択を支援します 

 事業群 高等学校における支援／小・中学校における支援／幼稚園における支援 

施策 13  親子のふれあいと家庭の教育力向上を支援します 

施策 14 地域と共に子どもを見守り、育みます 

 事業群 学校運営における地域との連携／地域の力を活かした教育活動 
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目指す姿 
子どもが自分らしい生き方を見つけ、進もうとする力を伸 

ばしている 

 

◆５年度の評価及び今後の取り組み・方向性 

○子どもの生涯を通じた発達を支援するため、小・中学校の９年間を見通した支

援を充実するとともに、高等学校等における支援体制の充実を図るほか、子ど

もの主体性を重視し、子ども中心の発想をするための考え方がまとめられた

「一人ひとりの人生の基盤としての理念」の普及に向けた取り組みを実施しま

した。引き続き、それぞれの取り組みを推進していきます。 

○さまざまな悩みや心配を抱える子どもや親を総合的に支援するために、市内を

１７ブロック（小学校・中学校ブロック１６、高等学校・特別支援学校ブロッ

ク１）に分け、なごや子ども応援委員会を運営し、延べ４２，８８３件の相談

等対応を行いました。引き続き、子どもの目前の進路にとどまらず将来の針路

を応援していきます。 

○令和４年度より、全ての校種で新学習指導要領が実施され、児童生徒の自己実

現や卒業後の自立を考えていけるキャリア教育の充実を図っています。 

 

◆成果指標                          （単位：％） 

指標 
平成 

30年度 

(策定時) 

令和 

元年度 

 

2年度 3年度 4年度 5年度 

 

5年度 

(目標) 

将来の夢や目標を 

もっている児童生 

徒の割合（全国学 

力・学習状況調査） 

小 

84.7 

 

中 

71.7 

小 

84.1 

 

中 

69.1 

－ 

小 

79.2 

 

中 

70.4 

小 

78.7 

 

中 

68.3 

小 

79.6 

 

中 

66.1 

小 

86 

 

中 

73 

自分にはよいとこ 

ろがあると思う児 

童生徒の割合（全 

国学力・学習状況 

調査） 

小 

86.2 

 

中 

83.7 

小 

83.8 

 

中 

77.8 

－ 

小 

81.0 

 

中 

81.4 

小 

81.6 

 

中 

81.4 

小 

85.2 

 

中 

82.1 

小 

90 

 

中 

85 

 
  

 
施策 10 

 
子どもの針路を応援するため、一人ひとりの発達の過程を支援します 
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◆事業の方向性評定数 

拡充 継続 縮小 改善 

１ ２ ０ ０ 

 

◆事業の実施状況（５年度） 

＜事業群 ① 子ども・親総合支援＞ 

事業名【所管】 

重点１０－１ キャリア支援の推進【子ども応援課・義務

教育課・高等学校教育課・特別支援教育

課】 

５年度決算額 ５０１，６４０千円 

実施内容・成果（計画事業量の達成状況） 課題 

○小・中学校の９年間を見通した支援の充実

のため、小学校の非常勤スクールカウンセ

ラーの配置時間を拡充しました。 

○子どもの主体性を重視し、子ども中心の発

想をするための考え方がまとめられた「一

人ひとりの人生の基盤としての理念」の普

及に向けた取り組みを実施しました。 

○小・中学校の途切れることのない支援

体制の整備 

○高等学校等において各校に配置されて

いる、複数の外部人材（スクールカウ

ンセラー、キャリア支援アドバイザー

他）と職員間の情報共有 

○策定された「一人ひとりの人生の基盤

としての理念」の効果的な普及 

今後の取り組み・方向性 

継続 

○小・中学校の途切れることのない支援を推進していきます。 

○高等学校等においてスクールカウンセラー等、校内における複数の外

部人材と職員間の情報共有に努めます。 

○「一人ひとりの人生の基盤としての理念」の普及に向けた取り組みを

実施していきます。 
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事業名【所管】 
重点１０－２ なごや子ども応援委員会の運営【子ども応

援課】 

５年度決算額 ２，１５９，２２６千円 

実施内容・成果（計画事業量の達成状況） 課題 

〇市内を１７ブロック（小学校・中学校ブロッ

ク１６、高等学校・特別支援学校ブロック

１）に分け、なごや子ども応援委員会を運営

しました。 

〇常勤の総合援助職、スクールカウンセラー、

スクールソーシャルワーカー、会計年度任

用職員のスクールセクレタリー、スクール

ポリス、スクールカウンセラーを配置しま

した。 

○相談等対応記録を管理・活用するための新

たなシステムの利用を開始しました。 

○職員のマネジメント、人材育成の強化 

○相談等対応記録を管理・活用するシス

テムの利用による、小学校から途切れ

ることのない支援体制の確立 

今後の取り組み・方向性 

継続 

○今後は、職員のさらなる能力向上を図るとともに、相談等対応記録シ

ステムを利用した支援体制を確立し、小学校から途切れることない支

援を推進していきます。 
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＜事業群 ② 学校教育におけるキャリア教育・就労支援＞ 

事業名【所管】 

重点１０－３ キャリア教育の推進【新しい学校づくり推

進課・義務教育課・高等学校教育課・特別

支援教育課】 

５年度決算額 ７９９，１４３千円 

実施内容・成果（計画事業量の達成状況） 課題 

○キャリア教育を踏まえた教育課程の実践を

推進しました。 

○小・中学校において、体験活動や講師による

講演会等を実施しました。 

○中学校７２校、高等学校１４校、特別支援学

校高等部４校にキャリアナビゲーターを配

置し、卒業後の進路指導だけでなく、人生全

体を見据えたキャリア教育を進めました。 

○キャリア形成に生かすためのキャリア

パスポートの活用方法 

○中学校へのキャリアナビゲーターの配

置拡充及び小学校への派遣拡充 

今後の取り組み・方向性 

拡充 

○小・中学校を通じて、キャリアパスポートを有効に活用し、一人ひと

りのキャリア形成と実現を進めます。 

○令和６年度は、全ての中学校、高等学校、特別支援学校にキャリアナ

ビゲーターを配置し、卒業後の進路指導だけでなく、人生全体を見据

えたキャリア教育を進めます。 
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目指す姿 
子どもがいじめや不登校などに苦しむことのない取り組みがで 

きている 

 

◆５年度の評価及び今後の取り組み・方向性 

○いじめ防止教育プログラムについて、いじめの未然防止に向け、各学校におい

て、いじめの具体的な対処に関するスキルトレーニングを進める「いじめ防止

教育プログラム」の冊子及び「授業の様子を収録したＤＶＤ」の活用を促しま

した。今後、運営面、指導面、子どもの活動面での総合的な資料「ＩＮＧハン

ドブック」をいじめ防止対策に活用するとともに、いじめをしない、させな

い、ゆるさない児童生徒の育成を図ります。 

○夢と命の絆づくり推進事業について、幼稚園１園、小学校８３校、中学校２４

校、特別支援学校１校、高等学校３校で実施しました。今後も、児童生徒の創

意や工夫に富んだ主体的な活動を支援してまいります。 

○なごやＩＮＧキャンペーンについて、全ての市立小・中・高校・特別支援学校

で、一人ひとりがいじめをなくすための行動宣言を考え、学級ごとにまとめた

一枚のオリジナルポスターを作成しました。これを掲示することで、いじめを

なくしていこうとする意識の高揚を図りました。今後は、オリジナルポスター

等の活動を基にした「なごやＩＮＧキャンペーン」を中心に、各学校でいじめ

のない学校づくりに向けた取り組みを年間を通して行うことで、さらなる意識

の高揚を図ります。 

○令和４年３月に策定した「不登校未然防止及び不登校児童生徒支援の方策」に

基づき、校内の教室以外の居場所づくりを中学校５１校で実施したほか、小・

中学校の不登校児童生徒を対象に民間オンライン学習プログラムによる学習支

援を実施しました。今後も、不登校未然防止につながる取り組みと不登校児童

生徒及びその保護者に対する支援の充実に努めてまいります。 

○インターネット上におけるいじめ対策について、インターネット上の誹謗・中

傷・不適切な書き込みの検索・監視を行うとともに、ＳＮＳ等を活用した生徒

からの報告・相談体制を継続実施しています。今後も、対策を継続しながら、

インターネット上のいじめを早期発見、早期対応によって解決に努めていきま

す。 

○教育相談事業において、総合相談窓口として電話相談、メール相談、来所相談

及び訪問相談により子どもの教育上・養育上の問題に関するあらゆる内容につ

いての相談に応じることができました。今後もいじめや不登校などの問題を抱

える子ども及び保護者に寄り添い、問題を解決するための教育相談を実施して

まいります。 

 
施策 11 

 
いじめや不登校などの未然防止と早期発見・解決に取り組みます 
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○子ども適応相談センター（令和６年４月から、「教育支援センター」に名称変

更）での不登校対応事業について、心理的理由により登校できない児童生徒を

支援するため、通所による教育相談・適応指導と、タブレット端末を活用した

学習支援を実施しました。引き続き、通所による教育支援を実施します。 

○いじめや不登校対策の推進として、なごや子ども応援委員会では、令和５年度

に１６，５５１件のいじめや不登校に関する相談に対応し、悩みや心配を抱え

る子どもや親への支援を行いました。引き続き、スクールカウンセラーとス

クールソーシャルワーカー等が教職員とともに心のケアの充実等に努めてまい

ります。 

  

◆成果指標                          （単位：％） 

指標 
平成 

30年度 

(策定時) 

令和 

元年度 

 

2年度 3年度 4年度 5年度 

 

5年度 

(目標) 

いじめられたり、 

いじめを見たりした

とき、先生や家族、

親、友達、相談機関

に相談することがで

きる子どもの割合 

小 

78.0 

 

中 

76.5 

小 

78.0 

 

中 

79.5 

小 

78.5 

 

中 

80.5 

小 

73.1 

 

中 

81.1 

小 

79.3 

 

中 

83.5 

小 

80.2 

 

中 

82.５ 

小 

81 

 

中 

79 

学校生活が楽しいと

思う児童生徒の割合 

小 

92.1 

 

中 

89.6 

小 

93.1 

 

中 

91.2 

小 

92.2 

 

中 

92.8 

小 

95.9 

 

中 

92.5 

小 

91.9 

 

中 

95.8 

小 

92.0 

 

中 

93.0 

小 

94 

 

中 

93 

 
◆事業の方向性評定数 

拡充 継続 縮小 改善 

２ ２ ０ ０ 
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◆事業の実施状況（５年度） 

事業名【所管】 

重点１１－１ いじめ、不登校対策の推進【義務教育課・

高等学校教育課・特別支援教育課・新しい

学校づくり推進課・教育支援センター】 

５年度決算額 ６０９，６３０千円 

実施内容・成果（計画事業量の達成状況） 課題 

○全ての小・中・特別支援学校におけるいじ

めの未然防止のため、全校に配付した冊子

とともに道徳・特別活動で活用できるＤＶ

Ｄの活用を促しました。各学校で年間計画

に位置付けて実践するようにし、３７６校

中３７６校で活用しました。 

○全ての小・中・高等・特別支援学校で、一人

ひとりがいじめをなくすための行動宣言を

考え、学級ごとにまとめた一枚のオリジナ

ルポスターを作成しました。 

○児童生徒の創意や工夫に富んだ主体的な活

動を推進する夢と命の絆づくり推進事業を

幼稚園１園、小学校８３校、中学校２４校、

特別支援学校１校、高等学校３校で実施し

ました。 

○ネットパトロールを全ての小・中・高・特別

支援学校で実施しました。 

○市立学校に在籍する全ての小学４年生から

高校生の児童生徒を対象とする、２４時間

３６５日対応のＳＮＳ相談アプリを使った

教育相談を実施しました。 

○不登校対策に関する情報や本市の取り組み

を紹介した、不登校児童生徒支援サイトを

運営しました。 

○教室に入れない生徒が安心して学校生活を

送ることができるよう、校内の教室以外の

居場所づくりを中学校５１校で実施しまし

た。 

○小・中学校の不登校児童生徒がそれぞれの

進度にあわせて自宅等で学習を進められる

よう、民間オンライン学習プログラムによ

る学習支援を実施しました。 

○全ての学校における「ＩＮＧハンド

ブック」を活用した創意工夫のある取

り組みの実施 

○いじめのない学校づくりの年間を通し

た取り組みの徹底 

○児童生徒に関わる相談・支援にかかる

組織間の連携体制 

○不登校未然防止及び不登校児童生徒支

援の方策の実施 
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今後の取り組み・方向性 

拡充 

○「ＩＮＧハンドブック」の授業展開例を活用し、年間を通していじめ

を許さない学校をつくろうとする意識を促すことができるよう、各学

校の状況に応じて授業が計画されるようにします。 

○「なごやＩＮＧキャンペーン」を中心に、各学校でいじめのない学校

づくりに向けた取り組みを、家庭や地域と連携しながら年間を通して

行うことで、さらなる意識の高揚を図ります。 

○夢と命の絆づくり推進事業を実施します。 

○ネットパトロール及びＳＮＳ相談アプリを活用した教育相談を継続

して、一人で悩まずに相談できる方策を増やしていきます。 

○不登校児童生徒支援サイトを引き続き運営します。 

○校内の教室以外の居場所づくりの拡充や民間オンライン学習プログ

ラムによる学習支援の継続等、不登校未然防止及び不登校児童生徒支

援の方策を実施します。 

 

事業名【所管】 
重点１１－２ 子ども適応相談センターでの不登校対応事

業【教育支援センター】 

５年度決算額 ３２９，５９８千円 

実施内容・成果（計画事業量の達成状況） 課題 

○心理的理由により登校できない児童生徒を

支援するため、通所による教育相談・学習指

導および生活指導を実施しました（通所者

数８４７人）。 

○タブレット端末３０台を活用した学習支援

を実施しました。 

○多様な教育的ニーズに対応したきめ細

かな支援の推進 

今後の取り組み・方向性 

拡充 

○令和６年４月から、「子ども適応相談センター」を「教育支援センター」

に名称変更します。 

○医師、セラピストからの指導助言をもとに、多様な教育的ニーズへ適

切に対応します。 

○学習支援事業を実施します。 

○大曽根サテライトを開設し、引き続き教育支援センター及び各サテラ

イトを運営します。 
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事業名【所管】 重点１１－３ 教育相談事業【教育センター】 

５年度決算額 １２２，０８８千円 

実施内容・成果（計画事業量の達成状況） 課題 

○以下のとおり実施しました。 

電話相談３，８２６回 

 メール相談１７２件３２６回 

 来所相談７７５件２，８５１回 

 （うち心理検査５４９回） 

 訪問相談４４件８２０回 

○いじめ、不登校、発達障害等、相談内容

の多様化・複雑化に対応するための学

校や関係機関との連携 

今後の取り組み・方向性 

継続 

○子どもの教育・養育上のあらゆる問題の総合相談窓口として、子ども

及びその保護者に寄り添い、相談活動を実施していきます。 

○訪問相談においては、学校や関係機関との連携をすることで、引きこ

もり傾向にある不登校児童生徒の相談活動の充実に取り組みます。 

 

事業名【所管】 

重点１１－４ 児童生徒に関わる相談・支援の充実【義務

教育課・高等学校教育課・特別支援教育

課・子ども応援課・教育センター・新しい

学校づくり推進課・教育支援センター】 

５年度決算額 －千円 

実施内容・成果（計画事業量の達成状況） 課題 

○関係機関による連絡会議を年２回実施しま

した。 

○子ども及びその保護者に寄り添った相

談・支援の方策の実施 

今後の取り組み・方向性 

継続 
○児童生徒に関わる相談・支援の充実について、関係機関と連携しなが

ら、引き続き検討を行います。 
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新たな事業 スクリーニングの実施【新しい学校づくり推進課】 

関連する計画掲載 

事業 
重点１１－１ いじめ、不登校対策の推進 

５年度決算額 １２９，６７４千円 

事業の実施状況 

○子どもの置かれた状況を丁寧に把握し、適切な支援につなぐた

め、小学校４４校、中学校８校でスクリーニングを実施しまし

た。 

○スクリーニング会議等の運営、支援検討の際の助言等を行う学

校福祉専門員３３人を配置しました。 

今後の方向性 

○実施状況を踏まえ、スクリーニングの実施方法について検討す

るとともに、スクリーニングの実施校の拡充への対応及び区役

所等関係機関との支援に係る必要な連携等を行うため、学校福

祉専門員の配置人数の拡充を図ります。 

 

 

 

計画期間における新規・拡充等の取り組み 
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目指す姿 子どもの就学に際し、保護者の経済的負担が軽減されている 

 

◆５年度の評価及び今後の取り組み・方向性 

○高等学校における支援として、名古屋市奨学金の支給や私立高等学校授業料の

補助、高等学校入学準備金の貸与を実施しました。今後も経済的な理由により

修学が困難な方への支援を行い、高等学校教育の機会均等を図るとともに、公

立・私立の学校間における保護者負担の格差是正を図ります。 

○小・中学校における支援として、就学援助を実施しました。今後も、経済的な理

由により、児童生徒を就学させることが困難な保護者への支援を行い、義務教

育の円滑な実施を推進します。 

○幼稚園における支援として、私立幼稚園での子育て支援事業を実施しました。

今後も、幼稚園における公私間格差の是正を図るため、私立幼稚園の保護者負

担の軽減を行うとともに、私立幼稚園への支援を進め、私立幼稚園教育の振興

を図ります。 

 

◆事業の方向性評定数 

拡充 継続 縮小 改善 

２ ３ ０ ０ 

 

  

 
施策 12 

 
保護者の経済的負担を軽減し、多様な進路選択を支援します 
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◆事業の実施状況（５年度） 

＜事業群 ① 高等学校における支援＞ 

事業名【所管】 
重点１２－１ 名古屋市奨学金（高等学校給付型奨学金）

の支給【学事課】 

５年度決算額 １９３，３９２千円 

実施内容・成果（計画事業量の達成状況） 課題 

○経済的理由によって修学が困難な生徒（２，

８８２人）に高校等において修学に必要と

なる学資を支給しました。 

○新型コロナウイルス感染症の影響で家計急

変となった場合についても、支給対象の要

件に追加しました。 

○制度の利用促進 

今後の取り組み・方向性 

継続 

○広報にかかる効果的な取り組みを各学校に紹介するなど、生徒及び保

護者への制度周知の充実化を図ります。また、より申請のしやすい事

務のあり方を検討します。 

 

事業名【所管】 重点１２－２ 私立高等学校授業料補助【学事課】 

５年度決算額 １０６，５１６千円 

実施内容・成果（計画事業量の達成状況） 課題 

○県内私立高校に在籍する市民で、愛知県の

授業料軽減事業の対象とならない一定の所

得階層の世帯（対象生徒２，７９９人）に授

業料補助を支給しました。 

○愛知県の授業料軽減事業の補完という目的

で補助を実施しており、令和５年度予算に

ついては、愛知県が補助額を増額したこと

を踏まえ、本市においても学年進行の形で

補助を拡充しました。 

○愛知県の授業料軽減事業の動向を踏ま

えた対応 

今後の取り組み・方向性 

拡充 

〇令和６年度、県の補助額の増額に併せ段階的に増額を行います。また、

第３子以降の子に対する所得制限の撤廃を行います。 

○愛知県に対して、授業料軽減事業の補助対象の拡大及び補助単価の一

層の引き上げを要望していきます。 
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事業名【所管】 １２－３ 高等学校入学準備金事業【学事課】 

５年度決算額 ５３，１００千円 

実施内容・成果（計画事業量の達成状況） 課題 

○翌年度に県内の高校へ入学を希望し、一定

の所得要件を満たす生徒（１７７人）に、入

学時に必要な学資を貸与しました。 

○返還金の滞納者の増加 

今後の取り組み・方向性 

継続 

○返還金の滞納者への納付勧奨について、民間委託等を実施するなど、

未収金の減少に努めます。 

○貸与申請者数の動向を踏まえて、事業のあり方を検討していきます。 

 

＜事業群 ② 小・中学校における支援＞ 

事業名【所管】 １２－４ 就学援助【学事課】 

５年度決算額 １，９８０，１９３千円 

実施内容・成果（計画事業量の達成状況） 課題 

○経済的に困窮している市立小・中学校の保

護者（対象児童生徒２４，０６３人※入学予

定者含む）に就学援助を支給しました。 

○新型コロナウイルス感染症の影響で家計急

変となった場合に速やかに就学援助が実施

できるよう認定手続きの弾力化を実施しま

した。 

○物価高騰等の影響を鑑み、当面の間、所得基

準額の引き上げを実施しました。 

○物価高騰等の影響を踏まえた対応 

 

今後の取り組み・方向性 

拡充 

○物価高騰等により、保護者の経済状態は今後も厳しい状況となること

が見込まれることから、当面の間、中間所得水準（４人世帯の場合で

収入目安５９０万円）まで所得基準額を引き上げます。 
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＜事業群 ③ 幼稚園における支援＞ 

事業名【所管】 重点１２－５ 私立幼稚園での子育て支援事業【学事課】 

５年度決算額 ８２，５５３千円 

実施内容・成果（計画事業量の達成状況） 課題 

○預かり保育を受ける園児の保護者（対象園

児 延べ１，９２９人）に預かり保育授業料

の補助を実施しました。 

○市内の私立幼稚園（対象園９５園）に対し

て、預かり保育に必要な教育研究費や親と

子の育ちの場支援事業の補助を実施しまし

た。 

○より充実した幼児教育の振興のための

検討 

 

今後の取り組み・方向性 

継続 
○引き続き事業を通じて私立幼稚園の補助を実施し、幼児教育の振興を

支援します。 

 

事業名【所管】 １２－６ 私立幼稚園授業料補助【学事課】 

５年度決算額 －千円 

実施内容・成果（計画事業量の達成状況） 課題 

  

今後の取り組み・方向性 

 
○令和元年１０月からの幼児教育・保育の無償化に伴い、私立幼稚園の

利用者負担額の無償化を行っています。 
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新たな事業 幼児教育・保育の無償化【学事課】 

関連する計画掲載 

事業 
— 

５年度決算額 ４，８５２，３２７千円 

事業の実施状況 
○３歳から５歳までの私立幼稚園に通う全ての子どもにかかる幼

稚園の利用者負担額の無償化を実施しました。 

 

新たな事業 高等学校空調経費の公費負担【学校施設課・学事課】 

関連する計画掲載 

事業 
－ 

５年度決算額 ５４，４２０千円 

事業の実施状況 
○ＰＴＡ設置空調に係る負担金を１３校のＰＴＡに交付しまし

た。 

今後の方向性 

○ＰＴＡが設置した空調に係る費用の一部を公費負担とすること

で保護者の負担を軽減する取り組みを進めます。 

〇ＰＴＡが設置した空調のリース期間終了のタイミングにあわせ

て、名古屋市によるリースを開始します。 

 

 

計画期間における新規・拡充等の取り組み 
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目指す姿 
親子のふれあう機会が充実し、親が安心して子育てに取り組 

めている 

 

◆５年度の評価及び今後の取り組み・方向性 

○家庭教育セミナーの市立幼稚園・小・中・特別支援学校のＰＴＡでの開催支援

や、親学推進協力企業制度などを通じた「親学」の推進により、一人ひとりの

親が家庭を見つめ直し「教育の原点は家庭にある」ことへの再認識を図りまし

た。今後も取り組みを継続します。 

○家庭教育の促進については、事業の周知に課題が残りました。今後は、ＰＴＡ

や企業との連携を維持しながら、各家庭への情報提供を充実させるなど、より

効果的な働きかけを行っていきます。 

 

◆成果指標                          （単位：％） 

指標 
平成 

30年度 

(策定時) 

令和 

元年度 

 

2年度 3年度 4年度 5年度 

 

5年度 

(目標) 

家庭の教育力の低下

を感じている保護者

の割合 

60.3 70.8 － 55.0 61.6 64.8 

 

58 

以下 

※令和 2 年度は新型コロナウイルス感染症の感染拡大防止のため「家庭教育セミナー事業説明会」が

紙面開催となりアンケートが実施できなかった。 
 
◆事業の方向性評定数 

拡充 継続 縮小 改善 

１ ２ ０ ０ 

 

  

 
施策 13 

 
親子のふれあいと家庭の教育力向上を支援します 
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◆事業の実施状況（５年度） 

事業名【所管】 重点１３－１ 家庭教育の促進【生涯学習課】 

５年度決算額 ２，８９１千円 

実施内容・成果（計画事業量の達成状況） 課題 

○全市立幼稚園・小・中学校ＰＴＡで家庭教

育セミナー開催や「親学アクション」活動

実施への支援を行いました。 

○親学推進協力企業制度は、累計２３０企業

・団体で実施しました。 

○家庭教育について学ぶ機会を増加させ

て家庭教育を支援すること 

今後の取り組み・方向性 

拡充 
○家庭教育セミナーなどで、親としてのあり方や子どもとともに成長す

る楽しさなどについて学ぶ「親学」を展開していきます。「親学」の

推進に、理解・協力をいただける企業（団体）の登録を増やします。 

 

事業名【所管】 １３－２ 「家庭の日」普及啓発事業【生涯学習課】 

５年度決算額 ２，００６千円 

実施内容・成果（計画事業量の達成状況） 課題 

○子どもたちの健やかな成長を図る一助とす

るための機会として、ファミリーデーなご

やの開催や、家庭の日ポスターや作文の募

集などの「家庭の日」普及啓発事業を実施し

ました。ポスターは１，６４２点、作文は１

７６点の応募がありました。 

○「家庭の日」普及啓発イベント「ファミ

リーデーなごや」の継続実施のため、

イベント内容、開催方法などについて

の検討 

今後の取り組み・方向性 

継続 

○「家庭の日」が広く認知されるよう、ポスターによる普及啓発を継続

していきます。今後もファミリーデーなごやを開催し、「家庭の日」

の普及啓発を図ります。 
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事業名【所管】 １３－３ 幼児期家庭教育支援事業【生涯学習課】 

５年度決算額 ９０１千円 

実施内容・成果（計画事業量の達成状況） 課題 

○幼児期の子どもをもつ保護者を対象に、子

育てをする上でのヒントを得られるような

「子育てフォーラム」や、市立幼稚園での

「家庭教育相談事業」を実施し、４１０人の

参加がありました。 

○相談だけでなく、保護者の学びとなる

場の設定ができる事業内容の設定が必

要 

今後の取り組み・方向性 

継続 

○「家庭教育相談事業」を、相談事業のみならず、保護者同士の交流の

場、家庭教育に関する学びの場として設定するなど、より幅広く弾力

的な展開ができる事業内容として見直しを図ります。 
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目指す姿 
子どもが地域の大人に見守られ、地域のつながりの中で健 

やかに育っている 

 

◆５年度の評価及び今後の取り組み・方向性 

○登下校時における子どもの安全を守る活動については、スクールガードリー

ダーによる巡回指導や子ども安全ボランティアと地域の方による見守り活動、

不審者情報のメール配信を行った結果、不審者から子どもたちを見守り、登下

校時の安全確保に貢献することができました。今後も引き続き、巡回指導や見

守り活動を行うとともに、不審者情報を配信し、登下校時の子どもの安全の確

保に努めていきます。 

○ＰＴＡや女性会など地域の団体の活動を支援することにより、地域に根差した

活動が実施されました。引き続き地域活動を促進し、地域のつながりを深めま

す。 

○名古屋土曜学習プログラムを３９小学校区で実施しました。事業運営を委託す

る団体の育成等に引き続き取り組み、今後も体験学習の充実を図ります。 

○あい・あい・あいさつ活動では、１１月１日～３０日の「あいさつ月間」を中

心に、市立幼稚園、小・中学校で実施しました。今後も、地域ぐるみで子ども

たちを見守り育んでいくため、ＰＴＡをはじめとする地域団体と連携を図りな

がら、市立学校（園）においてあい・あい・あいさつ活動を実施します。 

○地域の方の協力をいただきながら、全小学校でトワイライトスクールまたはト

ワイライトルームを実施しました。引き続き、地域等との協働を進め、トワイ

ライトスクール等の全小学校での実施を継続します。 

○コミュニティ・スクールの導入に向け、仕組みやスケジュールについて検討し

ました。今後実施をめざし、準備を進めます。 

 

 
施策 14 

 
地域と共に子どもを見守り、育みます 
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◆成果指標                          （単位：％） 

指標 
平成 

30年度 

(策定時) 

令和 

元年度 

 

2年度 3年度 4年度 5年度 

 

5年度 

(目標) 

地域団体と連携して

あい・あい・あい 

さつ活動を実施し 

た市立小・中学校 

のＰＴＡの割合 

㉙ 

24.3 

 

18.9 16.6 15.0 17.9 15.９ 30 

保護者や地域の人が

学校行事等に参加し

ていると回答した学

校の割合 

（全国学力・学習 

状況調査） 

小 

98.0 

 

中 

84.5 

小 

98.1 

 

中 

87.3 

－ 

小 

95.0 

 

中 

75.5 

小 

96.6 

 

中 

63.6 

小 

96.2 

 

中 

75.5 

小 

100 

 

中  

90 

 
◆事業の方向性評定数 

拡充 継続 縮小 改善 

１ ７ ０ ０ 
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◆事業の実施状況（５年度） 

＜事業群 ① 学校運営における地域との連携＞ 

事業名【所管】 

重点１４－１ コミュニティ・スクールの導入【教職員

課・義務教育課・高等学校教育課・特別支

援教育課】 

５年度決算額 ３，１３６千円 

実施内容・成果（計画事業量の達成状況） 課題 

○学校評議員制を全校で実施し、家庭や地域

の人々に学校の教育方針や教育活動に対す

る理解を図り、学校運営上で参考となる意

見を聴取し、学校運営の改善に活かしまし

た。 

○コミュニティ・スクールの導入に向け、試行

校（８校）の成果と課題を基に、仕組みやス

ケジュールについて検討しました。 

○コミュニティ・スクール導入に必要な

関係規定の整備 

○コミュニティ・スクール導入に向けた

各校園への周知方法及びスケジュール

の検討 

今後の取り組み・方向性 

継続 ○全校導入をめざし、準備を進めます。 
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事業名【所管】 
重点１４－２ 登下校時における子どもの安全対策の推進

【学校保健課】 

５年度決算額 ２４，３８５千円 

実施内容・成果（計画事業量の達成状況） 課題 

○スクールガードリーダーによる巡回指導に

より、登下校時の子どもの安全を確保しま

した。 

○子ども安全ボランティアの登録者数は９

７，４１９人となり、地域の見守り活動と合

わせ、子どもの登下校を見守りました。 

○「なごやっ子あんしんメール」を活用し、保

護者や地域の方へ不審者情報をメール配信

して、子どもの安全を確保しました。 

○スクールガードリーダーと子ども安全

ボランティアとの連携強化 

○子ども安全ボランティアの見守りに関

する知識やスキルの向上 

○各学校を中心とした、地域で見守りを

してくださる各団体の方々等も含めた

不審者情報の共有 

今後の取り組み・方向性 

継続 

○今後とも、各組織の見守り活動、不審者情報のメール配信を継続する

とともに、各学校が中心となり各組織の見守りに関する知識やスキル

の向上を図ります。また、子ども安全ボランティア等、地域の防犯に

関わる各団体に「なごやっ子あんしんメール」による不審者情報の共

有を図ります。 

 

事業名【所管】 
重点１４－３ ＰＴＡ・女性会などとの連携による地域活

動の促進【生涯学習課】 

５年度決算額 １，１１２千円 

実施内容・成果（計画事業量の達成状況） 課題 

○地域のパトロール活動や、研究協議大会の

共催など、地域活動の活性化を目的として

行われる、ＰＴＡや女性会などの活動の促

進を支援しました。地域活動の活性化を促

す事例発表を２１回行いました。 

○ＰＴＡや女性会など、地域との連携・

協働の促進 

○活動や開催方法の検討 

○手引き等の改訂や周知方法の検討 

今後の取り組み・方向性 

継続 

○今後も、地域活動の活性化を目的として行われる、ＰＴＡや女性会な

どの活動の促進を支援するとともに、地域活動の活性化を促す事例発

表等を実施していきます。 

○ＰＴＡの自主的な活動を促進するため、よりわかりやすく使いやすい

よう、手引き等の改訂や周知方法の検討を進めてまいります。 
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事業名【所管】 

１４－４ あい・あい・あいさつ活動推進事業【生涯学習

課・義務教育課・高等学校教育課・特別支援教

育課】 

５年度決算額 ４４０千円 

実施内容・成果（計画事業量の達成状況） 課題 

○あいさつの大切さを再確認するとともに、

地域の大人と子どものつながりを深めるよ

う、ＰＴＡと連携してあいさつ活動を、３５

６校で展開しました。 

○地域団体との連携強化 

今後の取り組み・方向性 

継続 
○地域団体との連携を強化しながら、あい・あい・あいさつ活動を継続

実施していきます。 

 

事業名【所管】 
１４－５ ＰＴＡ行事等や子ども会活動への参加促進【生

涯学習課・子ども青少年局青少年家庭課】 

５年度決算額 ５，４１５千円 

実施内容・成果（計画事業量の達成状況） 課題 

○ＰＴＡや子ども会と連携した新小学１年生

の保護者を対象とした啓発パンフレットや

チラシの配付、子ども会加入説明のための

入学説明会終了後の場の提供協力、子ども

会活動の魅力を伝える動画を活用した広報

等により、ＰＴＡ行事等や子ども会活動へ

の参加を促進しました。 

○ＰＴＡ行事等や子ども会活動への理解

を促し、より一層の参加促進につなげ

るための啓発パンフレットやチラシの

内容の見直し 

○子ども会活動のより効果的な広報手法

の検討 

今後の取り組み・方向性 

継続 
○今後も継続して啓発パンフレットやチラシを作成・配付し、ＰＴＡ行

事等や子ども会活動への参加促進を図ります。 
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事業名【所管】 
１４－６ 学校評価【義務教育課・高等学校教育課・特別

支援教育課】 

５年度決算額 －千円 

実施内容・成果（計画事業量の達成状況） 課題 

○各学校（園）の自己評価や、保護者や地域住

民等による学校関係者評価の結果を、学校

運営の改善に活かしました。 

○評価結果の情報発信の促進 

今後の取り組み・方向性 

継続 

○各学校（園）の自己評価や、保護者や地域住民等による学校関係者評

価の結果を、学校運営の改善に活かすよう取り組みます。また、評価

結果の情報発信の促進を図ります。 

 

＜事業群 ② 地域の力を活かした教育活動＞ 

事業名【所管】 重点１４－７ 土曜日の教育活動の推進【生涯学習課】 

５年度決算額 ７，７３５千円 

実施内容・成果（計画事業量の達成状況） 課題 

○子どもたちにとってより豊かで有意義な土

曜日を実現するため、地域・保護者・民間事

業者等の協力を得ながら、学校の教科学習

で学んだ知識や技能を実際に活かし、学ぶ

意義を見出せるよう、体験活動を重視した

学習プログラムを３９小学校区で開催しま

した。 

○地域住民による主体的な運営 

○事業運営に携わる地域住民の確保・育 

 成 

○新規実施校参入の仕組みの整備 

○実施校拡大に対応するための新規プロ

グラムの開発 

今後の取り組み・方向性 

拡充 

○継続実施校については地域団体への運営委託化を進め、各小学校区に

おける自立した事業運営を目指すとともに、情報宣伝に努めて、新規

実施校の拡大を図ります。 

○さまざまな主体との新規プログラムの開発や、大学との連携により大

学生サポーターの参加の増加を図り、実施校拡大に対応できるように

します。 
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事業名【所管】 
重点１４－８ トワイライトスクール【子ども青少年局放

課後事業推進課】 

５年度決算額 ２，１３７，３５８千円 

実施内容・成果（計画事業量の達成状況） 課題 

○全小学校でトワイライトスクールまたはト

ワイライトルームを実施しました。 

○事業の継続、発展のためのさらなる地

域ボランティアの募集 

今後の取り組み・方向性 

継続 

○地域等との協働を進め、トワイライトスクール等の全小学校での実施

を継続します。 

○地域の方の協力をいただきながら、ボランティアの確保に努めます。 
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基本的方向 

Ⅳ 

生涯を通じた学びの支援と、名古屋に人を惹きつける文化

の魅力の創造・発信を進めます 

  

図書館や生涯学習施設の運営などによる生涯を通じた学びの支援や、博物館・美術館・

科学館の魅力発信などによる歴史や芸術、自然科学を「感じる」、「考える」機会の提供

を進めます。 

 

施策 15  図書館改革を進め、読書機会の充実と多様な学びを支援します 

施策 16 生涯を通じて学び、社会で活躍し続けられるよう支援します 

 事業群 生涯学習施設の運営／生涯学習機会の充実／学校施設の活用 

施策 17 博物館・美術館・科学館の魅力を磨き上げ、発信します 

 事業群 博物館・蓬左文庫・秀吉清正記念館／美術館・科学館／学校教育との連携 

施策 18  名古屋の歴史や文化に根ざした魅力を大切にし、活用・発信します 
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目指す姿 
多くの市民が読書に親しみ、本や情報を活用した学びを進 

めている 

 

◆５年度の評価及び今後の取り組み・方向性 

○市内２１図書館で多様な図書館サービスを展開しました。引き続き、市民の読

書活動の充実を図るため、図書館サービスを実施していきます。 

○指定管理者制度を４館に新規導入し、指定管理者が運営する図書館は合計９館

になりました。今後も指定管理者制度を活用し、サービス向上と経費節減を

図っていきます。 

○令和２年１月に更新した図書館オンラインシステムの安定稼働に努めるととも

に、図書館ホームページの魅力の向上を図ります。 

○令和３年６月に導入した電子書籍について、学習者用タブレット端末等からの

活用を図るため、中学生及び特別支援学校生徒を対象として電子書籍専用ＩＤ

を配付しました。今後も充実に努めていきます。 

○「なごやアクティブ・ライブラリー構想」及び「名古屋市図書館第１ブロック

施設整備方針」に基づき、建築年次の古い施設が多い第１ブロック（千種区、

東区、守山区、名東区）の図書館整備について検討を進めました。引き続き調

査・検討を行い、図書館整備を推進します。 

○学生や関係機関と連携・協力して、なごやっ子読書イベントを開催するととも

に、図書館や学校等におけるブックトークや読み聞かせを実施しました。今後

も継続して本に触れる機会を提供し、本を読む子どもを増やすことを目標とし

た取り組みを進めます。 

 

◆成果指標                          （単位：人） 

指標 
平成 

30年度 

(策定時) 

令和 

元年度 

 

2年度 3年度 4年度 5年度 

 

5年度 

(目標) 

図書館サービスの利

用者数 

（入館者数と館外事

業参加者数の計） 

㉙ 

6,552,192 

 

6,064,211 4,013,130 5,339,362 5,429,546 5,397,954 6,650,000 

 
  

 
施策 15 

 
図書館改革を進め、読書機会の充実と多様な学びを支援します 
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◆事業の方向性評定数 

拡充 継続 縮小 改善 

１ ２ ０ ０ 

 

◆事業の実施状況（５年度） 

事業名【所管】 重点１５－１ 図書館の運営【図書館】 

５年度決算額 １，３００，７３３千円 

実施内容・成果（計画事業量の達成状況） 課題 

○貸出、調査相談、行事・講座、展示などを

以下のとおり実施しました。 

 貸出 １０，１０１，２２１点 

 調査相談 ７８，０００件 

 行事等の実施 ２，９６８件 

○指定管理者制度を４館に新規導入しまし

た。 

○電子書籍専用ＩＤを中学生及び特別支援学

校生徒を対象に配付しました。 

〇鶴舞中央図書館の学習室等の席の予約や全

館の各種イベントの申し込みをオンライン

でできる学習室・イベントウェブ予約シス

テムを導入しました。 

〇新型コロナウイルス感染症を契機に落

ち込んでいる利用者数の回復 

○指定管理者制度の導入計画等の検討 

 

今後の取り組み・方向性 

拡充 

○引き続き図書館の魅力向上に努め、より多くの市民の読書機会の充実

と多様な学びを支援します。 

○指定管理者制度を活用し、サービス向上と経費節減を図っていきま

す。 

○電子書籍については今後も充実に努めていきます。 
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事業名【所管】 重点１５－２ 図書館整備の推進【図書館】 

５年度決算額 ３９，７８１千円 

実施内容・成果（計画事業量の達成状況） 課題 

○第１ブロックの施設整備の推進を行いまし

た。 

〇自動車図書館について、イベント等への参

加や新たな場所への出張など利便性の向上

を図るため、小型車両４台を製作しました。 

○第１ブロックの施設整備の推進 

今後の取り組み・方向性 

継続 

○「なごやアクティブ・ライブラリー構想」、「名古屋市図書館第１ブ

ロック施設整備方針」に基づく第１ブロックの図書館整備を推進しま

す。 

○小型自動車図書館４台を活用して市民の身近な場所へ出向き、本との

出合いの場を創出していきます。 

 

事業名【所管】 

重点１５－３ 子どもの読書活動の推進【生涯学習課・図

書館・義務教育課・高等学校教育課・特別

支援教育課】 

５年度決算額 ７，６５０千円 

実施内容・成果（計画事業量の達成状況） 課題 

○なごやっ子読書月間（１０月）になごやっ子

読書イベントを開催しました。 

○図書館での読み聞かせを１，８５７回実施

しました。 

○図書館司書による学校等でのブックトーク

や読み聞かせを２７３回実施しました。 

○教育基金を活用して子ども向け図書を１６

０冊充実させました。 

○生涯にわたる読書習慣を身につけるた

めの、子どもが毎年参加したいと思う

ような事業の実施 

今後の取り組み・方向性 

継続 

○「第４次名古屋市子ども読書活動推進計画」（令和５年３月策定）に

基づき、今後も継続して子どもを対象としたイベントの開催や読み聞

かせ等を実施し、子どもの読書活動のさらなる充実を図ります。 
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目指す姿 
生涯を通じて学ぶ機会や場があり、市民が学びの成果を活か 

し、社会で活躍している 

 

◆５年度の評価及び今後の取り組み・方向性 

○生涯学習センター及び女性会館では、市民の各種活動の場として施設の貸与を

行いました。今後も、指定管理者のノウハウを活用した事業展開を進め、効率

的に施設を運営します。 

○生涯学習センターでは、各種講座を２２４講座実施し、女性会館では、各種講

座を１６講座、講演会を１２回実施しました。今後も、市民の広範な学習要求

に応え、生涯学習に関する学習機会の場を提供するとともに、市民の学習活動

を支援し、学びの成果を社会に還元できるよう支援していきます。 

○さまざまな人権問題の正しい理解と認識を得るために社会教育施設等で講座や

講演会を実施し、市民の人権意識の普及啓発を図りました。今後も引き続き、

差別意識の解消と人権意識の高揚をめざして、一層の努力をしていきます。 

○学校開放事業では、小学校施設の一般開放として８９校、生涯学習開放として

小学校２７校、学習開放として高校１校、地域スポーツセンターとして中学校

１１１校で実施しました。今後もスポーツ及びレクリエーション、生涯学習そ

の他公共活動の場として開放を継続します。 

○青少年の社会参画推進では、青少年交流プラザにおいて、青少年の自立支援や

社会参加・参画活動を促進する取り組みを実施しました。今後も引き続き事業

を展開してまいります。 

 

◆成果指標                          （単位：％） 

指標 
平成 

30年度 

(策定時) 

令和 

元年度 

 

2年度 3年度 4年度 5年度 

 

5年度 

(目標) 

生涯学習を行ってい

る市民の割合 
32.9 36.4 29.1 28.4 28.5 27.6 38 

学んだ成果を社会に

活かしていると実感

している市民の割合 

24.6 29.2 21.8 22.6 21.9 21.7 30 

 

 
施策 16 

 
生涯を通じて学び、社会で活躍し続けられるよう支援します 
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◆事業の方向性評定数 

拡充 継続 縮小 改善 

０ ５ ０ １ 

 

◆事業の実施状況（５年度） 

＜事業群 ① 生涯学習施設の運営＞ 

事業名【所管】 重点１６－１ 生涯学習センターの運営【生涯学習課】 

５年度決算額 ８５８，９１７千円 

実施内容・成果（計画事業量の達成状況） 課題 

○各種講座を２２４講座実施しました（なご

や学マイスター講座１８講座を含む）。 

○なごやか市民教室２１講座を開催しまし

た。 

○市民の各種活動の場として施設を貸与しま

した。 

○主催講座の受講者満足度の向上 

○学んだ成果を社会に活かしていると実

感している市民の割合の向上 

今後の取り組み・方向性 

継続 

○生涯学習センターの効率的な運営に努めるとともに、多くの市民が生

涯学習の機会を得られるよう、市民ニーズに合った講座・講演会等の

実施や生涯学習の情報を提供します。 

○なごや学マイスターを養成する講座等を引き続き開催し、学んだ知識

や成果が社会に還元できるよう支援していきます。 

 

事業名【所管】 重点１６－２ 女性会館の運営【生涯学習課】 

５年度決算額 １３９，３８４千円 

実施内容・成果（計画事業量の達成状況） 課題 

○各種講座を１６講座実施しました。 

○講演会を１２回実施しました。 

○系統的かつ継続的な学習機会の提供 

今後の取り組み・方向性 

継続 

○女性の主体的な学習を支援するため、女性の課題に対応した学習機会

を提供するとともに、自主的な学習活動・文化活動・ボランティア活

動をしているグループの活動の成果を、地域社会に還元できるよう支

援を継続します。 
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＜事業群 ② 生涯学習機会の充実＞ 

事業名【所管】 
重点１６－３ 社会教育における人権教育の推進【人権教

育課・生涯学習課】 

５年度決算額 ３，０８０千円 

実施内容・成果（計画事業量の達成状況） 課題 

○社会教育における人権教育推進のため、関

係各課・室・公所との連絡調整を行いまし

た。 

○差別意識の解消と人権意識の高揚のため、

社会教育施設等において、さまざまな人権

問題についての正しい理解と認識を得るた

めに５９の講座や５回の講演会の開設、資

料の配架を実施しました。 

○社会教育における人権教育をより総合

的かつ効果的に推進するための関係各

所属の緊密な連携の継続 

○単に人権問題を知識として学ぶだけで

はなく、日常生活において態度や行動

に現れるような人権感覚の涵養につな

げる人権に関する講座・講演会開設の

継続 

今後の取り組み・方向性 

継続 
○社会教育施設等での人権に関する講座・講演会の開設等を通じて差別

意識の解消と人権意識の高揚をめざしていきます。 

 

事業名【所管】 
重点１６－４ 青少年の社会参画推進【子ども青少年局青

少年家庭課】 

５年度決算額 ２００，５０６千円 

実施内容・成果（計画事業量の達成状況） 課題 

○青少年交流プラザにおいて青少年の自立支

援や社会参加・参画活動を促進する取り組

みを実施しました。 

○青少年の自主的・主体的な活動の促進 

今後の取り組み・方向性 

継続 
○青少年が意欲的にプラザの事業の企画・運営に携わっていけるように

事業展開していきます。 
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事業名【所管】 １６－５ 生涯学習情報の提供【生涯学習課】 

５年度決算額 ３，３５７千円 

実施内容・成果（計画事業量の達成状況） 課題 

○生涯学習Ｗｅｂナビなごやのアクセス数が

１９３万件ありました。 

○学習相談を８，０６７件実施しました。 

○ｅ－ねっと＊なごやのアクセス数が14,89

5件ありました｡ 

○Ｗｅｂナビなごやの利便性向上のため

のさらなる改善 

今後の取り組み・方向性 

改善 

○市民がより活用しやすくなるよう、Ｗｅｂナビなごややｅ－ねっと＊

なごやなどサイトを活用した情報提供の方法を、検討・推進していき

ます。 

○広報活動によりＷｅｂナビなごややｅ－ねっと＊なごやの認知度を

上げるとともに、ウェブサイトを活用しづらい市民のため、対面での

学習情報の提供が制限される中でも、安全・安心に学習相談を実施で

きるよう、関係団体・施設との調整を行います。 

 

＜事業群 ③ 学校施設の活用＞ 

事業名【所管】 
重点１６－６ 学校開放事業【学校施設課・生涯学習課・

スポーツ市民局スポーツ振興課】 

５年度決算額 ２８５，４７１千円 

実施内容・成果（計画事業量の達成状況） 課題 

○小学校施設の一般開放を８９校で実施しま

した。 

○生涯学習開放を小学校２７校で実施しまし

た。 

○学習開放を高校１校で実施しました。 

○地域スポーツセンターを中学校１１１校で

運営しました。 

○効率的な運営 

今後の取り組み・方向性 

継続 
○スポーツ及びレクリエーション、生涯学習その他公共活動の場として

開放を継続します。 
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目指す姿 
多くの人々が博物館・美術館・科学館の魅力にふれ、にぎ 

わっている 

 

◆５年度の評価及び今後の取り組み・方向性 

○博物館では、常設展・特別展における展示をはじめ教育普及事業、学校連携事

業などを実施しました。また、秀吉清正記念館と連携した取り組みとして、秀

吉文書集の編さんを進めました。引き続き、秀吉研究の中心的な役割を果たし

ていきます。 

○蓬左文庫では、徳川美術館と連携して、特別展・企画展を開催しました。ま

た、名古屋叢書第４編４を編集しました。さらに、蓬左文庫の学術情報を市民

にわかりやすく伝えるため、講演会等を開催しました。今後も、近世武家文化

の魅力を発信していきます。 

○博物館の魅力向上については、「名古屋市博物館の魅力向上基本計画」に基づ

き、本館・外構のリニューアル改修や展示・収蔵環境等の実施設計及び旧東栄

保育園舎改修工事を実施しました。令和６年度は、本館・外構のリニューアル

改修工事や展示・収蔵環境等整備工事等に取り組む予定です。 

○美術館では、市民に広く美術の鑑賞の場と学習の機会を提供するため、常設

展・特別展において国内外の優れた作家の作品を紹介したほか、解説会等の教

育普及事業により、美術鑑賞者層の裾野を広げる取り組みを実施しました。今

後も魅力ある展覧会を企画・実施するとともに、子ども向けをはじめとした教

育普及事業の充実に取り組みます。また、令和６年度は美術館の魅力向上にむ

けた調査を行ってまいります。 

○科学館では、世界最大級のプラネタリウムドームや迫力ある大型展示を整備

し、学習施設であると同時にエンターテイメント性豊かな全国レベルの観光拠

点として、プラネタリウム投影や常設展、特別展における展示や各種講演会を

始めとした教育普及事業等を実施したほか、オンラインを活用した情報発信を

実施しました。今後も魅力ある事業を行い、満足度向上に努めます。また、Ｂ

６形蒸気機関車の展示については、圧縮空気による動態展示の実施に向けてＢ

６形蒸気機関車の修復を進めるとともに展示に係る施設整備等に関する実施設

計を行いました。今後は、Ｂ６形蒸気機関車の修復の実施と合わせて、実施設

計に基づき、施設整備等の工事を進めてまいります。 

○芸術と科学の杜事業では、美術館と科学館が連携して実施するサイエンス＆

アートフェスティバルを実施しました。また、地域住民を美術館・科学館に招

待する特別鑑賞会を実施しました。今後も「芸術と科学の杜連携推進会議」を

通じて地元商店街等とまちの賑わい創出に向けた取り組みを企画・実施しま

 
施策 17 

 
博物館・美術館・科学館の魅力を磨き上げ、発信します 
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す。 

○美術館における学校教育との連携強化については、小・中学校等の団体鑑賞・

分散学習・職場体験を積極的に受け入れました。学芸員が学校に出向いて行う

「出前アート体験」では、学習者用タブレット端末を活用した美術鑑賞を実施

しました。今後も、学校等との連携を密にしながら、「主体的・対話的で深い

学び」が可能な美術鑑賞や体験活動を検討・実施していきます。 

 

◆成果指標                          （単位：人） 

指標 
平成 

30年度 

(5年平均) 

令和 

元年度 

 

2年度 3年度 4年度 5年度 

 

5年度 

(目標) 

博物館の入館者数 464,679 488,772 118,583 250,975 331,923 146,698 488,000 

蓬左文庫の入館者

数 
227,620 212,142 69,851 113,5７0 170,971 220,347 239,000 

秀吉清正記念館の

入館者数 
37,866 31,210 23,531 27,519 29,341 34,656 40,000 

美術館の入館者数 268,602 372,400 13,324 253,096 254,315 415,654 270,000 

科学館の入館者数 1,362,383 1,328,867 263,911 773,655 1,105,638 1,179,699 

 

1,000,000 

以上を維持 

 
◆事業の方向性評定数 

拡充 継続 縮小 改善 

２ ６ ０ ０ 
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◆事業の実施状況（５年度） 

＜事業群 ① 博物館・蓬左文庫・秀吉清正記念館＞ 

事業名【所管】 
重点１７－１ 博物館、秀吉清正記念館の運営【博物館・

秀吉清正記念館】 

５年度決算額 ２４６，１１９千円 

実施内容・成果（計画事業量の達成状況） 課題 

○歴史・文化に対する興味・関心を深め、名古

屋独自の魅力を伝える機会を提供するた

め、博物館及び秀吉清正記念館において、常

設展・特別展等を以下のとおり開催しまし

た。 

常設展・特別展等の開催 １9 回 

イキイキ博物館の実施   １回 

   大学連携イベント    ２回 

なつまつり       中止 

古書市         １回 

  博物館における教育普及事業の実施 

 １３回 

   はくぶつかん講座   １０回 

   歴史体験セミナー    ３回 

秀吉清正記念館における教育普及事業 

               ２回 

   「ひできよ秋の陣」   １回 

「戦国武将にクイズで挑戦」 

１回 

資料の調査・収集等 

   猿猴庵の本「猿猴庵日記 天明五年」１

冊刊行 

○リニューアル改修に伴う休館中におけ

る、教育普及事業の継続実施 

今後の取り組み・方向性 

継続 

○博物館では、他館への貸出による資料公開、市民向けの「はくぶつか

ん講座」（６年度は7回開催予定）、歴史体験キットの貸し出し等の

教育普及を実施します。 

○資料叢書を年１冊刊行します。 

○博物館リニューアルに向けて、休館中のイキイキ博物館、教育普及事

業の運営方法や内容を検討します。 

○秀吉清正記念館では、展示や他館への貸出による資料公開、クイズ等

の教育普及事業を実施します。 
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事業名【所管】 
重点１７－２ 博物館の魅力向上【博物館・秀吉清正記念

館】 

５年度決算額 ６３９，３２９千円 

実施内容・成果（計画事業量の達成状況） 課題 

○「名古屋市博物館の魅力向上基本計画」に基

づき、本館・外構のリニューアル改修や

展示・収蔵環境等の実施設計及び旧東栄

保育園舎改修工事を実施しました。 

○展示情報の総合的な見直し、体験性の

強化、展示施設の空間・機器の更新と

いった展示室に関する課題 

○容量の確保、保存環境の整備といった

収蔵庫に関わる課題 

○将来を見据えた諸室の見直し、ホスピ

タリティ及び憩いの場の確保、経年劣

化への対策、設備については使用状況

に合わせた機能の確保、情報インフラ

の整備といった建築設備に関わる課題 

○運営実態と施設のミスマッチを解消す

る円滑で効率的な運営に向けた改善、

ＩＣＴを活用したスピーディでタイム

リーな情報発信の必要性といった運営

に関わる課題 

今後の取り組み・方向性 

拡充 
○基本計画に基づき、本館・外構のリニューアル改修工事や展示・収蔵

環境の整備工事等に取り組む予定です。 
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事業名【所管】 
重点１７－３ 秀吉研究の推進【博物館・秀吉清正記念

館】 

５年度決算額 １，３１０千円 

実施内容・成果（計画事業量の達成状況） 課題 

○名古屋出身の武将・豊臣秀吉の学術研究を

促進するとともに、市民の郷土愛の定着に

資するため、博物館と秀吉清正記念館にお

いて、豊臣秀吉の文書集（『豊臣秀吉文書

集』）第９巻を刊行しました。 

○リモートなどの資料の検討会議の運営

方法の検討 

今後の取り組み・方向性 

継続 
○検討会議を運営し、引き続き「豊臣秀吉一族文書集」を刊行していき

ます。 

 

事業名【所管】 重点１７－４ 蓬左文庫の運営【蓬左文庫】 

５年度決算額 １２０，０４０千円 

実施内容・成果（計画事業量の達成状況） 課題 

○特別展２回と企画展５回を開催しました。 

○名古屋叢書第４編４「青窓紀聞」を編集しま

した。 

○講演会・講座等を５回開催しました。 

○徳川美術館との連携の強化 

○研究者との連携による講演会等の活用 

今後の取り組み・方向性 

継続 

○徳川美術館との連携を強化することにより、近世武家文化の魅力が最

大限に伝わる展覧会を目指します。 

○計画的に名古屋叢書第４編を編集し、隔年発行（次回は６年度）を進

めていきます。 

○市民にわかりやすい講演会・講座等を開催します。 

 

  

-114-



＜事業群 ② 美術館・科学館＞ 

事業名【所管】 重点１７－５ 美術館の運営【美術館】 

５年度決算額 ３４１，７５８千円 

実施内容・成果（計画事業量の達成状況） 課題 

○国内外の優れた美術品を紹介する特別展・

常設展に加え、誰もが気軽に美術に親しめ

る解説会や小さなお子様がいる保護者向け

の「ベビーカーツアー」等の教育普及事業を

以下のとおり実施しました。 

  特別展  ４回 

  常設展  ３回 

  常設企画展・特集  ２回 

  一般向け事業（講演会、解説会、ベビー

カーツアー等）４０回 

  子ども向け事業（美術をたのしむプログ

ラム等）１９回 

  学校向け事業（出前アート体験、学校向け

解説等）１４２回 

○郷土の美術を中心に作品や資料の調査研

究・収集・修復を行い、刊行物などでその成

果を公開しました。 

○老朽化・狭あい化した施設・設備 

○魅力ある展覧会や教育普及事業の企

画・実施 

〇所蔵品に関する情報の活用、発信                                                                                                                             

今後の取り組み・方向性 

拡充 

〇令和１０年に開館４０年を迎える美術館が、さらに魅力的な施設とな

るために、今後の方向性についての調査を行うとともに、施設・設備

の機能向上も含めた基本構想等の策定を目指していきます。 

〇多様な市民ニーズを踏まえた企画展の開催や国内外の他の美術館と

の交流・連携を通じて、所蔵品やその情報を活用し、調査研究の成果

を発信していきます。 

〇子どもの豊かな感性を育むために、子ども向け事業の実施や他施設と

連携し、教育普及事業を充実させていきます。 

 
  

-115-



事業名【所管】 重点１７－６ 科学館の運営【科学館】 

５年度決算額 １，２８２，００４千円 

実施内容・成果（計画事業量の達成状況） 課題 

○プラネタリウムの「一般投影」や家族で楽し

める「ファミリーアワー」をはじめ、各種講

演会、常設展、特別展を以下のとおり実施し

ました。 

  一般投影観覧者数 ２５５，００８ 人 

  ファミリーアワー観覧者数  

            ７７，８２５ 人 

特別展  ３回 

企画展  １回 

○２６０以上の展示品を多くの来館者に楽し

んでいただけるよう、展示品等のメンテナ

ンス、修繕を実施しました。 

○圧縮空気による動態展示の実施に向けてＢ

６形蒸気機関車の修復を進めるとともに展

示に係る施設整備等に関する実施設計を行

いました。 

○オンライン（ＹｏｕＴｕｂｅやＨＰなど）を

活用した、オンライン市民観望会や学芸員

Ｎｏｗなどを通して、より科学の楽しさを

知ってもらうための情報発信を実施しまし

た。 

○多言語対応を始め、多様な来館者の

方々にご満足いただける観覧環境の充

実 

○新館オープンから１０年以上が経過

し、多くの展示品の継続的なメンテナ

ンスや大規模な修繕・更新が必要 

○令和８年１月のプラネタリウム機器更

新に向けて、予算の獲得、各種準備が

必要 

今後の取り組み・方向性 

継続 

○今後も最新の科学に対応した魅力的な展示・普及啓発を行い、満足度

向上に努めます。 

○Ｂ６形蒸気機関車の修復を進めるとともに、施設整備等に係る工事を

行います。 

 

  

-116-



事業名【所管】 重点１７－７ 芸術と科学の杜事業【美術館・科学館】 

５年度決算額 １，４５０千円 

実施内容・成果（計画事業量の達成状況） 課題 

○新型コロナウイルス感染症の状況を鑑みな

がら、サイエンス＆アートフェスティバル

を開催しました。 

○地元商店街や施設と連携して、白川公園周

辺の賑わい創出の取り組みを企画する「芸

術と科学の杜連携推進会議」を３回開催し

ました。 

○地元商店街・町内会を招待して「美術館特別

鑑賞会」「科学館観覧会」を実施しました。 

○魅力ある事業の企画・実施 

 

今後の取り組み・方向性 

継続 
○「芸術と科学の杜連携推進会議」を通じて地元商店街等と、まちの賑

わい創出に向けた取り組みを企画・実施します。 
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＜事業群 ③ 学校教育との連携＞ 

事業名【所管】 
１７－８ 博物館・美術館・科学館における学校教育との

連携強化【博物館・美術館・科学館】 

５年度決算額 ３，６６９千円 

実施内容・成果（計画事業量の達成状況） 課題 

○博物館 

小学３年生の社会科単元「市のうつりかわ

り」にあわせた「なごやのうつりかわり体験

事業」（２０９校・１３，４２０人）や、学

芸員が小・中学校に出向く「出前歴史セミ

ナー」（２９校・１，９７８人）の実施など、

小・中学生の利用や生涯にわたって歴史を

学び続ける動機づけを促進しました。「社会

科学習連携事業」（「歴史に親しむ事業」を改

称）では、市立小中学校社会科教員の協力を

得て、博物館の改修工事に伴う休館及びリ

ニューアル開館を見据え、常設展の内容や

ＩＣＴ活用、学校団体利用に必要な機能や

機材等のアイデアについて検討しました。 

○美術館 

学芸員が学校に出向いて行う「出前アート

体験」を１４件実施し、うち７件で学習者用

タブレット端末を使用した美術鑑賞を行い

ました。また、来館した学校等団体に対話型

の学びの機会を提供する「ボランティアに

よるガイドトーク」及び「学芸員による解

説」を８０件実施、中学校や高校からの職場

体験及び職場訪問の受け入れを３８件実施

しました。 

○科学館 

職員やボランティアが小・中学校へ出向き、

身近な材料を使用した科学工作の指導や科

学講座を学校と連携して展開する「出前も

のづくり工房」や「出前サイエンスゼミナー

ル」を実施し、４０校（４，０９４人）が参

加しました。また、小学４年生、６年生の理

科単元にあわせた学習投影を実施（小４ 

２５１校・１７，４９８人、小６ ２３９校・

○博物館 

「社会科学習連携事業」におけるリ

ニューアル後の博物館の学校連携につ

いての検討 

○美術館 

ＩＣＴ環境の活用も視野に入れた鑑賞

プログラムや教材の検討・実施 

○科学館 

高校生科学力向上促進事業の拡大を見

据えた運用方法の検討 
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１６，２７７人）。また、高校生科学力向上

促進事業として、「高校生による科学の広場 

」を実施し、名古屋市内、および愛知県立の

高等学校9校（１６テーマ）が発表を行いま

した。 

今後の取り組み・方向性 

継続 

○博物館 

博物館のリニューアルを見据え、以下の事業を実施します。 

・学校教育と連携した事業を検討・開発し、実施します。 

・社会科学習連携事業を通した所蔵資料の魅力発見や学校教育におけ

る博物館の有効活用方法等を検討・実施します。 

・なごやのうつりかわり体験事業を実施します。 

・出前歴史セミナーを実施します。 

・博物館のリニューアルに向けて、休館中の事業の運営方法や内容を

検討します。 

○美術館 

既存のウェブコンテンツや学校のＩＣＴ環境の活用も視野に入れ、主

体的で深い学びが可能な美術鑑賞や体験活動を検討し、出前アート体

験等で実施します。 

○科学館 

学校現場の意見も踏まえつつ、今後も魅力ある事業を行い、満足度向

上に努めます。 
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目指す姿 
名古屋の歴史や文化の魅力を多くの人々が知り、関心や愛 

着をもっている 

 

◆５年度の評価及び今後の取り組み・方向性 

○地域文化財や埋蔵文化財の保存のため、埋蔵文化財の発掘調査、文化財保存修

理事業に対する補助等を実施しました。今後も引き続き、文化財の保存、山車行

事などの民俗文化財等を後世へ継承するための取り組みを実施していきます。 

○文化財のさらなる周知を目指し、郷土の歴史や文化を発信するため、文化財活

用講座や講演会などを実施しました。また、アプリを活用した情報発信を実施

しました。今後も引き続き、郷土に対する愛着や誇り、文化財の認知度を高め

られるよう文化財の効果的な活用を進めます。また、文化財の保存及び活用に

関する総合的な計画である「文化財保存活用地域計画」の推進に向けた取り組

みを実施します。 

○歴史の里しだみ古墳群では、古墳案内施設「体感！しだみ古墳群ミュージア

ム」において、企画展示や日替わりの古代体験プログラム、歴里講座、講演

会、季節のイベント等を行いました。本市の新たな魅力資源として、他の施設

とも連携し、引き続き、目標入館者数達成に努めます。 

○歴史的な町並みを保存するために、保存地区内の現状変更行為に対し指導・助

言や補助を行いました。今後も歴史的な町並みの維持向上のため取り組みを継

続していきます。 

 

◆成果指標                        （単位：％、人） 

指標 
平成 

30年度 

(策定時) 

令和 

元年度 

 

2年度 3年度 4年度 5年度 

 

5年度 

(目標) 

市内の文化財を５つ

以上知っている市民

の割合 

64.9 44.3 83.9 60.6 59.7 67.2 70 

体感！しだみ古墳群

ミュージアムの入館

者数 

― 154,591 83,338 112,844 104,064 98,629 60,000 

 
  

 
施策 18 

 
名古屋の歴史や文化に根ざした魅力を大切にし、活用・発信します 
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◆事業の方向性評定数 

拡充 継続 縮小 改善 

０ ７ ０ ０ 

 

◆事業の実施状況（５年度） 

事業名【所管】 
重点１８－１ 歴史の里しだみ古墳群の運営【文化財保護

課】 

５年度決算額 １５５，０７５千円 

実施内容・成果（計画事業量の達成状況） 課題 

○歴史の里しだみ古墳群を運営しました。 

○あいち朝日遺跡ミュージアムと体感！しだ

み古墳群ミュージアムとの連携事業を実施

しました。 

○埋蔵文化財発掘調査を実施しました。 

○国指定史跡志段味古墳群の追加指定地の一

部を公有地化しました。 

○古墳案内施設「体感！しだみ古墳群

ミュージアム」の新たなプロモーショ

ンへの取り組み 

今後の取り組み・方向性 

継続 

○守山区上志段味地区に残る古墳群を活用した歴史の里しだみ古墳群

のさらなる魅力発信に向け、他の施設とも連携を図ります。 

○国指定史跡志段味古墳群について、追加指定を進めるとともに、保存

措置に向けた取り組みを推進します。 

 

事業名【所管】 重点１８－２ 山車行事継承の支援【文化財保護課】 

５年度決算額 １，３９７千円 

実施内容・成果（計画事業量の達成状況） 課題 

○山車の保存・修理等１６件、後継者育成事業

５件に対する補助を実施しました。 

○山車修繕等に対する指導を実施しました。 

○山車行事調査を実施しました。 

○山車行事を後世に継承するための経済

的負担や後継者不足への対応 

今後の取り組み・方向性 

継続 

○山車の保存・修理等、後継者育成事業に対する補助を実施します。 

○山車修繕等に対する指導を実施します。 

○山車行事調査を実施します。 

 
  

-121-



事業名【所管】 重点１８－３ 文化財活用事業【文化財保護課】 

５年度決算額 ３，５６３千円 

実施内容・成果（計画事業量の達成状況） 課題 

○文化財活用講座・イベントを実施しました。 

○地域文化財の情報発信を実施しました。 

○埋蔵文化財に関する講演会を実施しまし

た。 

○市内の文化財の保存活用に関する総合的な

計画策定に向けた取り組みを実施しまし

た。 

○郷土に対する市民の愛着や誇りを高め

るための文化財の効果的な活用の推進 

今後の取り組み・方向性 

継続 

○文化財活用講座・イベントを実施します。 

○地域文化財の情報発信を実施します。 

○埋蔵文化財に関する講演会を実施します。 

○文化財の保存及び活用に関する総合的な計画である「文化財保存活用

地域計画」の推進に向けた取り組みを実施します。 

 

事業名【所管】 重点１８－４ 文化財保護事業【文化財保護課】 

５年度決算額 １６０，３７０千円 

実施内容・成果（計画事業量の達成状況） 課題 

○文化財指定に関する調査を実施しました。 

○保存修理事業９件に対する補助を実施しま

した。 

○埋蔵文化財の発掘調査５件を実施しまし

た。 

○郷土に対する市民の愛着や誇りを高め

るための文化財の確実な保存の推進 

今後の取り組み・方向性 

継続 

○文化財指定等に関する調査を実施します。 

○保存修理事業に対する補助を実施します。 

○埋蔵文化財の発掘調査を実施します。 
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事業名【所管】 
重点１８－５ 歴史的町並み保存事業【観光文化交流局歴

史まちづくり推進課】 

５年度決算額 １９，０１６千円 

実施内容・成果（計画事業量の達成状況） 課題 

○伝統的建造物群保存地区における補助件数

は累計１７件となりました。 

○伝統的建造物群保存地区における防災計画

を推進しました。 

○町並み保存地区における補助件数は累計４

３７件となりました。 

○町並み保存地区内における歴史的な町

並みの維持・保存 

今後の取り組み・方向性 

継続 

○伝統的建造物群保存地区における補助の実施及び防災計画に基づく

事業を推進します。 

○町並み保存地区内における工事において積極的に指導・助言を行い、

歴史的な町並みの維持を図ります。 

 

事業名【所管】 １８－６ 見晴台遺跡の保存・活用【見晴台考古資料館】 

５年度決算額 １５，５３３千円 

実施内容・成果（計画事業量の達成状況） 課題 

○見晴台考古資料館の運営 

（入館者数２２，１８０人、教育普及活動

小・中で１１校） 

 

○見晴台考古資料館の魅力発信に向けた

効果的な館運営への取り組み 

○老朽化の進む設備の改修の検討 

今後の取り組み・方向性 

継続 

○見晴台遺跡に関する調査研究、収集、保管及び展示等の教育普及活動

などを実施し、見晴台考古資料館の魅力発信を推進します。 

○老朽化の進む設備の改修について、検討します。 
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事業名【所管】 １８－７ 大曲輪貝塚の調査・活用【文化財保護課】 

５年度決算額 ６，３７０千円 

実施内容・成果（計画事業量の達成状況） 課題 

○大曲輪貝塚や出土遺物を紹介するリーフ

レットを作成し、配付しました。 

○大曲輪遺跡出土遺物の調査・研究を進め、大

曲輪遺跡の調査結果をまとめた発掘調査報

告書を刊行しました。 

○大曲輪貝塚、大曲輪遺跡の調査・研究

の推進と、その価値・魅力の発信 

今後の取り組み・方向性 

継続 

○瑞穂公園陸上競技場改築に伴い、公園内に所在する国指定史跡大曲輪

貝塚の魅力向上に向け、普及イベントなどを実施します。 

○大曲輪貝塚、大曲輪遺跡出土遺物の調査・研究を実施します。 

 

 

 

 

新たな事業 
名古屋の近世史に関する調査研究 

【総務課・生涯学習課・文化財保護課・博物館】 

関連する計画掲載 

事業 
- 

5 年度決算額 ６，０００千円 

事業の実施状況 

○令和 5 年 5 月に、名古屋市立大学と、名古屋の近世史に関す

る調査研究を行い、多くの市民に生涯にわたる学習機会を提供

する「近世名古屋学」寄附講座の設置に関する協定を締結しま

した。 

○寄附講座の開設記念講座を、名古屋市立大学と共催で、３回

（8 月、11 月、２月）開催しました。 

今後の方向性 
○今後についても、より多くの方に受講していただけるよう工夫

をしながら、市民向け講座を継続して開催します。 

 

計画期間における新規・拡充等の取り組み 
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第 2 章 学識経験者による意見 
 

地方教育行政の組織及び運営に関する法律第26 条第 2 項の教育に関する学識

経験者の知見の活用として、教育行政に識見のある 4 名の学識経験者からご意

見をいただきました。 
学識経験者からのご意見につきましては、効果的・効率的な教育行政の推進に

活用させていただきます。 
 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 

全体に関すること 

 

〇子どもを中心に据えるという名古屋市のスタンスにおいて、子どもに関する

情報がまだそれぞれの部署ごとにバラバラになっているところがある。それ

らをネットワークでつなげる方法があるのではないかと思うし、それが次の

フェーズに向けたあり方ではないかと考える。名古屋市として「子ども中心の

学び」を今後も目指していけるとよい。 

 

 

 

  

＜学識経験者名簿＞ 

清瀧 裕子 愛知淑徳大学大学院教授、臨床心理士 
白上 昌子 NPO 法人アスクネット顧問 
建内 高昭 愛知教育大学教授・愛知教育大学附属名古屋中学校長 
原田 信之 中部大学教職課程センター教授 

（五十音順・敬称略） 
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基本的方向 

Ⅰ 

子ども一人ひとりの個性を大切にし、社会で活躍できる

力を育成します 

 

〇各学校が自校の教育課程を編成する際に参考にする「名古屋市教育課程」が、

名古屋市ではホームページ上等で公開されていない。社会に開かれたカリキ

ュラムが求められており、地域連携の観点からも公開すべきである。 

 

〇子ども主体の授業方法と一斉授業と、どちらにも良い面があるのではないか

と考えている。市立の学校以外でも状況に応じてうまく取り組む方法を模索

している最中なので、良い方法があればぜひ共有してほしい。 

 

〇本を読むことで身につく読解力はすべての教科につながることだと感じる。

学校司書の配置が進んでいることもあるので、本を読むだけではなく、調べ学

習で情報を整理するための術やその専門性を活かした本の良さを広めてほし

い。 

また、小学校に入学する段階での語彙力の差があるように感じる。幼少期から

の読み聞かせといったことで本に触れる機会を増やすことが大切だと感じる。 

 

〇「学校情報化推進リーダー養成講座」によって養成されるリーダーは、若手が

経験者教員に教えることができる、リバースメンターの役割を果たす可能性

を持っている。次の教育振興基本計画（コンパスぷらん）の中で、子ども主体

の学びがうたわれており、若手主体で組織される学びの機会があってもよい。

また、１００人のＩＣＴ支援員の派遣は継続してほしい。 

 

〇ＩＣＴの活用で、子どもたち一人ひとりにあわせた個別最適な学習をするこ

とができる。不登校の児童にも学びの機会が本人の意欲によって展開される

時代が来ている。引き続き子ども中心の学びを提供していってほしい。 

 

〇成果指標「学校生活において友達を思いやる気持ちをもつことができる子ど

もの割合」が、低下もしくは横ばいで推移している。低学年であればあるほど

コロナ禍における影響を受けており、対人関係上の問題や自分のことを表現

できない、状況や気持ちを把握しづらいといった課題があると感じる。そのた

め、学校生活の中でも少し重点的に考えていく必要がある。タブレットは、調

べたり、意見を集約したりと便利である一方で、ディスカッションの機会で自

分の気持ちを伝えられるように使用方法の工夫も必要。 
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〇子どもの意見表明権についても取り組むべき。将来的には、カリキュラムマネ

ジメントの中で、子どもから意見を聞いて、マネジメントサイクルを動かして

いくという側面もある。 

 

〇成果指標「運動することが好きな子どもの割合」が、コロナ禍前まで戻ってい

ない。最高気温も上がり公園での遊びの制限や地域の遊び場不足といった影

響もある。運動できる場所の担保や身体を動かす楽しさなどの魅力を伝えて

いくことが必要。 

 

〇部活動の民間委託にあたって、スポーツの技術の指導だけではなく、年齢特性

に合わせた心の動きの理解も必要となる。指導者には子どもの発達特性に応

じた指導やトラブル対応なども研修に含めた方がより安心な部活動になるの

ではないか。 

 

〇部活動の外部委託における緊急時の連絡体制について、事業者と学校や教育

委員会との組織的なフローを決めておくことも大切だが、いのちに関わるこ

とは保健室の利用なども含め、現場判断で対応できるようにすることも必要

ではないか。 

また、そのためには日ごろから対話をして信頼関係の構築をすることが大切と

感じる。事業者や指導に当たる人にも学びのコンパスの考え方を共有してほし

い。 

 

〇特別支援学級数が増えている現状があり、特別支援学校の教員や医療的ケア

に関わる介護ヘルパーなどの専門家の人材確保が課題となる。教員採用試験

や、教員以外の専門家の人材確保をどう図っていくかも考えていく必要があ

る。特例を用いた試験の免除といったことを取り入れながらも、同時に質の担

保も必要になってくるので、バランスのとれた採用の仕方を工夫してほしい。 

 

○障害のある子どもが増えているため、発達障害対応支援員の配置や専門家チ

ームの派遣が大切になってくる。クラスの様子など教員との連携や情報共有

が必要。基本情報を知っていることで、速やかに問題が小さいうちに対応でき

ることもある。 

 

〇教員の学力向上やモチベーションのために海外研修があるといいのではない

か。名古屋市の教員になろうというインセンティブにもつながるのではない

かと思う。 
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〇学校給食の給食費未払い対応が教員の勤務時間を延ばしているように感じる。

学校給食が学校へ通う楽しみになっている子どももいるため、おいしい給食

の提供継続と給食費の徴収を適宜進めてほしい。 

 

○給食に地産地消やオーガニック食材を取り入れることで、郷土のことを知る 

ということだけでなく、地元の農家を支え、土壌を守っていくことにもな

る。一方で食材費の上昇のこともあると思うので、貧困によって充分な食事

量がとれない子どもたちへの対応と、地元の食材を使ったおいしい給食とい

うところでバランスの問題もあるかと思う。 
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基本的方向 

Ⅱ 
子どもや教職員のための良好な教育環境を整備します 

 

○成果指標「公立学校の教師の勤務時間の上限に関するガイドラインに準じた

時間を超える教員の数」がゼロという非常にチャレンジングな目標数値にな

っている。ぜひ実現させてほしいが、実際に働いている先生たちはなかなか

日々の教育対応に忙しい現実がある。ぜひ働き方改革を進めていってほしい。 

 

○成果指標「公立学校の教師の勤務時間の上限に関するガイドラインに準じた

時間を超える教員の数」がゼロという目標値は、５年間の中期計画の目標とい

うよりも長い時間をかけても到達すべき理想状態を示すものとして整理すれ

ばよい。 

また、働き方改革は、勤務時間を縮減するだけでなく、教員が疲弊しないよう

にすることが重要なので、スクール・サポート・スタッフや学校問題解決チー

ムなどの取り組みは、今後も充実させていく必要がある。 

 

○学校は避難所になっている。ハザードマップ上の危険な箇所を子どもたちが

把握していても、地域住民は知らないこともある。地域と連携して周知してい

く必要がある。災害はいつ起こるか分からないため早急な対応が必要。 

また、地域防災を支えている人達の多くはどの学区でも高齢者だ。日頃学校に

子どもを通わせている子育て世帯であるＰＴＡや保護者といった地域住民と

話をしながら協力していくことがポイントになってくると感じる。 

  

  

-129-



基本的方向 

Ⅲ 

学校・家庭・地域が共に子どもの豊かな育ちを応援する

体制を整備します 

 

○いじめや不登校などさまざまな問題解決に向けて、スクールカウンセラーの

配置時間が拡充されているが、小学校で相談待ちになっている子どもがいる

と聞く。スクールカウンセラーが普段から授業の様子を見たり給食を一緒に

取るなどする中で相談のきっかけが生まれることもあるが、相談が詰まって

いてはそれは難しい。そのため、スクールカウンセラーだけではなく、学校福

祉専門員などの専門家が多角的に支援に入り、連携させていくことも大切。 

 

○キャリア教育について、小学校から中学校、高校へキャリアパスポートを有効

活用していくことで、どういった学生生活を送ってきた子どもなのかを知る

ことができる。また、学校に行けなくなって記載が途切れたときには、いまま

でどういった考え方で学校生活を送ってきたのかわかるため、キャリアパス

ポートはいのちのパスポートともいえる。また、ポートフォリオとして、先生

も生徒も振り返られるように、単に記載して保管するだけではなく、活用して

いってほしい。 

 

○名古屋にはたくさんのスポーツ団体やスポーツ選手およびそのＯＢがいる。

何かに夢中になって向き合ってきた人は、スポーツの技術や指導にとどまる

だけでなく、生き方や物事への向き合い方などその人なりの考えをもってい

ることが多い。そういった地域資源を活かしつつ、オリンピックや愛知・名古

屋アジア・アジアパラ競技大会を最大のキャリア教育として大いに活用して

ほしい。 

 

○名古屋市立の学校の授業を見学すると不登校などで休んでいる子どもが数多

くいると感じる。子ども自身だけではなく、関わっている保護者や担任をはじ

めとする大人も苦しんでいる現状があると思うので、さまざまな施策を実施

するなかで、学校に行きたいけれどもいけない子どもを引き続き支援してい

ってほしい。 

 

○いじめ・不登校対策においては、「なごやＩＮＧキャンペーン」等できるだけ

チャンネルを多様化させ、子どもたちに当事者意識を持たせることが大事。ま

た、悩みとか死を考えるというのは、時間に限らずある瞬間に訪れるものなの

で、２４時間３６５日対応のＳＮＳ相談アプリを使った教育相談などにより、

空白の時間を作らないことも大切。各学級風土や学校風土、安心して発言がで
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きる環境など、心理的安全性の確保も必要。 

 

○コミュニティ・スクールについては、地域と学校とが一緒になって色々な活動

を協働してやっていくという地域学校協働活動とセットで考えたほうがいい。

例えばどんな子どもたちに育ってほしいのか、学校、地域、保護者それぞれの

立場によって認識の違いがあると思うので、対話のプロセスが肝になる。ただ

し、地域の実情にあったやり方で段階を踏みながら進めていかないと、話がか

み合わないままで終わってしまうことも想定される。場合によっては面倒だ

からといって対話の時間をさけたまま制度だけ導入しても、地域や学校の課

題認識が共有されないまま、当事者意識も生まれず、ごく一部の人たちだけが

関わり、その一部の人たちも制度についてよくわからないまま関わる可能性

がある。また対話においては、地域住民だから言い出せないこともあるので、

コミュニティ・スクールや地域学校協働活動について理解している社会教育

士などファシリテーターが第３者として入ることをおすすめする。 

本来なら地域の中で解決すべきことが、そこに通う児童・生徒というだけで学

校が対応するといったことが当たり前になっている。地域の中に子どもや学校

の理解者を増やすことは、長期的にみれば、教員の働き方改革にもつながって

いくことなので、ステップをつくりながら進めていってほしい。また、学校関

係者だけでなく、多様な立場の人たちが学校運営に関わることは、多様な視点・

経験をもった学校理解者・協力者を学校の中に取り入れていくことに繋がるた

め、複雑化多様化する社会の中で、リスクマネジメントとしても重要になって

くる。そして無視できない点は、地域の人による学校への関わりが、子ども達

の学びを豊かにするだけでなく、実際の学力にも影響を及ぼしているといった

調査結果である。（「平成２５年度全国学力・学習状況調査（きめ細かい調査）」）

他都市の先行事例として参考になるものは多々あるため、話を聞いてみるのも

よい。 
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基本的方向 

Ⅳ 

生涯を通じた学びの支援と、名古屋に人を惹きつける文

化の魅力の創造・発信を進めます 

 

○現在の生涯学習センターは昭和の雰囲気が漂っており、利用者が固定されて

いる。本来は若年層から全世代にわたって活用できる施設である。若年層が活

用する施設にするには、青少年交流プラザ（ユースクエア）が参考になると思

うが、各区のセンターごとに共通の部分を入れつつも、利用目的ごとに使い分

けができるよう、大胆に差別化を図るといい。また現在は各館の予約状況が一

覧化されておらず不便であるため、改善の必要がある。ホームページ上で予約

が完了できるシステム構築も検討したほうがよい。 

 

〇名古屋市の教育施設での展示は、テレビ等で話題になっているものに関する

展示など魅力的なものが数多く実施されている。引き続き、魅力的な展示をす

るとともに、市民への周知もしていってほしい。 

 

○美術館や博物館等でのアウトリーチ活動を引き続き継続してほしい。ベビー

カーツアーのように行きたくてもいけないような人たちが行けるように、い

かにプログラムを組んでいくかということは、とても大事な視点である。特に

現在休館中の博物館では、新たな展示内容の検討とともに、新たなアウトリー

チ活動についても検討を進めてほしい。 

また、今後のあり方の検討を進めている生涯学習センターにもホスピタリティ

ー及び憩いの場の確保という考え方を取り入れていく必要がある。 

 

○名古屋市は色んな国の人たちが住んでいる。多文化共生実現に向けて、図書館

を始めとした社会教育施設において、広く市民に対して「常に開かれてる場所

なんだよ」というメッセージを投げ続けていくことを心がけながら運営に努

めてほしい。 
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